
Kobe University Repository : Kernel

PDF issue: 2025-07-06

組織ルーティンのデザイン：多様な仕事実践を統制
する組織プロセスのデザイン

(Degree)
博士（経営学）

(Date of Degree)
2013-03-25

(Date of Publication)
2013-12-20

(Resource Type)
doctoral thesis

(Report Number)
甲5823

(URL)
https://hdl.handle.net/20.500.14094/D1005823

※ 当コンテンツは神戸大学の学術成果です。無断複製・不正使用等を禁じます。著作権法で認められている範囲内で、適切にご利用ください。

吉野, 直人



博士論文

組織ルーティンのデザイン

:多様な仕事実践を統制する組織フoロセスのデザイン

2013年 1月2113 

神戸大学大学院経営学研究科

マネジメント・システム専攻

指導教員鈴木竜太准教授

学籍番号 083B023B 

氏名 古野直人



組織ルーティンのデザイン

:多様な仕事実践を統制する組織フ。ロセスのデザイン

氏名 吉野直人



目次

第 1章序論...............................................................................................................3

1.1 問題意識 ..........................................................................................................3

1.2 研究課題 ..........................................................................................................8

1.3 本論文の構成....・H ・...........................................................................................9

第 2章 伝統的な組織ルーティン研究の陸路....・ H ・....・ H ・...・ H ・...・ H ・-…...・ H ・-…・・….........12

2.1 組織ルーティン概念の通説的理解….....・ H ・-……...・ H ・...・ H ・...・ H ・...・ H ・H ・H ・..… H ・H ・.12

2.2 行動パターンとしての組織ルーティンの変化.…....・ H ・-….....・ H ・...・ H ・....・ H ・...・ H ・.15

第 3章 組織ルーティン研究のアイデンティティ再考.…・・ H ・H ・-…....・ H ・-…...・ H ・...・ H ・.21

3.1 組織ルーティン概念の定位.…........................................................................21

3.1.1 組織ルーティン概念の原意.….................................................................21

3.1.2 組織ルーティン概念の精轍化....・H ・.........................................................23

3.2 概念的精轍化に伴う理論的課題の変化....・ H ・・・ H ・H ・-… H ・H ・-…...・ H ・...・ H ・-…...・ H ・...29

3.3 見過ごされてきたアイデンティティ .............................................................37

第4章理論構築の方法....・H ・....・H ・...........................................................................43

4.1 グラウンデッド・セオリー・アプローチに依拠する根拠....・ H ・-…....・ H ・...・ H ・..43

4.2 グラウンデッド・セオリー・アプローチの方法論的特性.…...・ H ・...・ H ・....・ H ・...45

4.3 分析手続き....・ H ・....・ H ・....・ H ・....・ H ・....…・….....・ H ・-…...・ H ・...・ H ・...・ H ・...・ H ・-…....・ H ・-….49

第 5章 航空機整備現場の事例分析・・H ・H ・.................................................................51

5.1 調査概要....・ H ・....・ H ・....・ H ・-…............................................................................51

5.2 デザインの方法....・H ・-…..................................................................................57

第 6章考察:デザインの機能 ................................................................................72

第 7章結論.............................................................................................................78 

引用文献….....・H ・-….....................................................................................................82

2 



第 1章序論

1.1 問題意識

本論文の目的は，高信頼性組織における現場の管理者に対して，組織成員の仕事実

践を組織化する組織ルーティンのデザイン方法を提供することである。

高信頼性組織 (HighReliability Organization) とは，惨事となりかねない事態に

数多く接しながらも，それ自体を初期段階で感知し未然に防ぐ仕組みを体系的に備え

た組織を指し，具体的には，原子力発電所，原子力空母および潜水艦，航空管制シス

テム，配電施設，病院の救急医療 (ER)などが挙げられる。共通するのは，失敗すれ

ば即座に人命に関わる(小さなミスが重大事象につながる)業務が多く，失敗を未然

に防ぐ組織作りを経験的に達成しているという点である(西本， 2006，p.11)。

高信頼性組織研究の社会的意義は改めて論じるまでもないだろう。2011年の東日本

大震災後の東京電力福島第一原子力発電所事故や2005年のJR西日本福知山線脱線事

故が記憶に新しいが，こうした組織事故が社会に及ぼす影響は計り知れず，人的にも

経済的にも甚大な被害をもたらす。したがって，エラーや事故を未然に防ぐ要因を探

求する高信頼性組織研究は，社会問題に接続したきわめて実践的な研究領域であり，

企業のみならず行政に対しても政策的なインプリケーションを持つ研究といえる。

また，高信頼性組織研究の成果を危機管理(リスクマネジメント)の手法として位

置づけようとする見解もある。例えば， Weick and Sutcliffe (2001)や Weick(2003) 

は，従来の高信頼性組織研究が対象としてきた原子力発電所や航空管制システムとい

った「特殊な」組織の事例を通じて明らかにされた組織事故を防ぐメカニズ、ムは，現

場で日々生じる不測の事態への対処を意味し， r普通のJ組織でも十分適用可能だと述

べる。つまり，不確実性のマネジメントという観点からすれば， r普通の」組織の管理

者であっても，高信頼性組織研究に学ぶべき点は多いという主張である。実際，こう

した指摘を受けて，金融機関や情報通信企業などに研究対象を拡大する動きもみられ

る(e.g.，中西・高木， 2008)。確かに， 2002年のみずほ銀行のシステムトラブルや 2012

年のファーストサーバ株式会社のデータ消失事故からもわかるように， r特殊なj組織

に限らずとも，組織エラーによる経済的損失が広範囲に及ぶケースもあり，高信頼性

組織研究の成果や対象を拡大する意義はあると考えられる。

このように，依然，研究蓄積の重要性を増している高信頼性組織研究だが，その成

り立ちは事故研究に端を発している。西本 (2006)によれば，これまでの事故研究で
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は，現実に事故を起こした事例を対象に，主として技術的要因と人的要因に注目する

というアプローチが用いられてきた。例えば，技術的要因に関していえば，航空機事

故では，事故を起こした航空機の構造や耐久性，各種ノミーツの性能，原子力事故では，

原子炉や配管の構造，各種部品の金属疲労度などに焦点が当てられる。また，人的要

因の分析では，事故に関わった作業員のヒューマン・エラーが焦点化される。具体的

には，事故原因を人間の情報処理能力やそのスピード，エラー検出率，記憶の正確性

と想起する速度，バイアスといった人間の認知能力，また疲労が認知に及ぼす影響な

どが注目される。

確かに，技術やヒューマン・エラーは事故を招く直接的な原因であり，これらを特

定することに意味がないわけではない。だが，こうした要因に目を向け過ぎてしまう

と，その背後にある組織的要因が見落とされてしまう危険性がある。特に，ヒューマ

ン・エラーでは，作業者の疲労を左右する労働時間や労働規約，非公式的な労働慣行，

さらには労使関係や賃金体系にまで分析範囲を拡げなければ，事故分析としての説明

力がきわめて限定的になってしまう(西本， 2006，p.6)。要するに，ヒューマン・エラ

ーを起こす要因をも特定しない限り，根本的な対策にはなり得ないのである。

この点に関して， Perrow (1984)は組織事故の原因を特定の技術的・人的要因に

帰することができない状況を論じている。彼女は，さまざまな組織事故(原子力発電

所，石油化学プラント，航空機など)を比較検討したうえで，大規模化した現代の組

織構造は，複雑な技術構造と密接に関連し，かっタスクの相互依存性が高いため，ほ

んらい致命的にならないはずの些細なミスが，連鎖反応を引き起こして大事故につな

がる可能性があると指摘し(これは，起こるべくして起こるという意味で「ノーマル・

アクシデント」と呼ばれる)，複雑に連関した事故の原因を特定の技術的・人的要因に

還元させることは難しいと述べる。同様に， Reason (1997) も「ヒューマン・エラ

ーは結果であって原因ではなしリと述べ，事故分析において組織的要因に注目する重

要性を指摘する (pp.126・127;邦訳， p.179)。

しかし，事故研究において組織的要因を究明することは必ずしも容易ではない。福

島(2010)が指摘するように，事故研究はその多くが失敗事例を分析対象とするため，

対象組織にアクセスすることが難しいからである。入手したデータをもとに何らかの

形で研究成果を公表すれば，それはもはや事故調査報告書の意味合いを帯びてくる。

そこでは対象組織の恥部を露呈，糾弾，批判するという側面が避けられない。それゆ
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え，対象組織からコンサルタントのような形で調査を要請されない限り，現実的な調

査の可能性という観点からすれば，非常に難しいと言わざるを得ない (p.188)。

こうした背景を踏まえ，高信頼性組織研究では，組織的要因に注目するというアプ

ローチは引き継ぎながらも，事故研究とは一線を画した方法をとる。すなわち，事故

研究が実際に事故を起こした組織を対象とするのに対して，高信頼性組織研究は事故

を未然に防いでいると考えられる組織を対象とする。同じように惨事となりかねない

状況下に置かれつつも，優れた安全性を維持している組織に注目するのである。

Perrow (1984)が指摘したように，事故が避けられない(必然的に生じる)社会・

技術システムに埋め込まれながらも，安全性が維持できているのはなぜか。失敗を未

然に防ぐためにどのような組織的工夫がみられるのか。高信頼性組織研究が注目する

のはまさにこの点である。そうすることで，調査対象組織へのアクセシピリティを高

め，具体的な組織の活動内容をリアルタイムで観察するところに高信頼性組織研究の

特徴が見い出せる。したがって，前述した「特殊なj 組織のすべてが高信頼性組織と

いうわけではない。こうした組織はすべからく高信頼性組織であることを「求められ

ているj ことに違いはないが，実際に「高信頼性組織であるJといえるのは，そのな

かでも事故発生件数を抑えることができている組織である(中西， 2007， pp.31-34)。

では，これまでの研究から得られた組織的要因とは何か。これまで多くの論者によ

って指摘されてきたのが，組織文化の重要性である (e.g.，Weick， 1987; Klein， Bigley 

and Roberts， 1995; Reason， 1997; Weick and Sutcliffe， 2001;中西， 2007) 10 

例えば， Weick and Sutcliffe (2001)は，米国海軍の原子力空母を取り上げ，高信

頼性組織には，①失敗から学ぶ，②単純化を許さない，③オベレーションを重視する，

④復旧能力を高める，⑤専門知識を尊重するという 5つのマインドが備わっていると

指摘する(邦訳， p.14)。ここでいうマインドとは，個人が持っている世界観，換言す

れば，メンタル・モデルを意味する。組織成員がこうしたマインドを持っている組織

では，不測の事態を初期段階で察知し，適切な対応をとることが可能となる。逆に，

マインドに欠ける組織では，オペレーションがマニュアル通りで自らの認識や行動を

1多くの論者が組織文化の重要性を指摘するなかで，組織設計上の工夫に言及する研究も存在する。
例えば， Roberts et al. (1994)や福島 (2010)は，高信頼性組織に共通する組織的な工夫として，
①中央集権と権限分散のバランス(平時は上位に権限が集中しつつも，緊急時には下位の現場に意
思決定権を移譲すること)，②失敗からの学習(ミスに対して徹底的に学習すること)，③組織構造
の冗長性(成果を多重チェックできるよう，タスクを重複させて設計すること)を挙げている。

5 



見直す努力に欠けるため，後に重大事象につながるようなわずかな兆候を見逃す傾向

にあると述べる。

だが，仮にマインドある行為が個人レベルで見られたとしても，それを評価する価

値観が組織全体として共有されていなければ，そうした行為が駆逐され，マインドの

欠知した状態が支配的になってしまう。そこで彼らは，組織文化の重要性を指摘する。

組織文化とは，組織成員に共有された信念および期待のー形態であり，個人や集団の

考え方や行動の類似性を形作るものである(ibid.，pp.158・160)。それゆえ，マインド

を育むプロセスは，不測の事態に際して適切な姿勢や行動を促し，不適切な姿勢や行

動を阻止する価値観や期待および規範からなる組織文化に埋め込まれる必要がある

(ibid.， pp.196・197)。

彼らは，マインドある組織文化の具体例として， Reason (1997) の「安全文化」

概念を取り上げる。安全文化とは，情報に立脚した文化であり，システムを管理・操

作する人々が，安全性を決定する人間，技術，組織，環境に関わる諸要因についての

最新の知識を持っている状態を指し，次の 4つの下位概念から構成される。第 1に，

報告の文化である。これは，エラーやニアミスを報告しようとする組織の雰囲気を意

味する。第 2に，正義の文化である。これは，安全関連情報を提供することを奨励し，

ときには報酬をも与えられるような信頼関係に基づいた雰囲気，さらに組織成員が許

容できる行動と許容できない行動の境界を理解している状態を意味する。第 3に，柔

軟な文化である。これは，平時には官僚型の意思決定構造を取りつつも，非常時には

一時的に業務の専門家に意思決定権が移譲されるような組織の順応性を意味する。最

後に，学習の文化である。これは，安全情報システムから正しい結論を導き出す意志

と能力，さらに安全情報システムそのものを改善することを意味する (Reason，1997， 

pp.195・196;邦訳， pp.276・278)。

また，こうした安全文化(組織文化)の重要性は，アカデミックの研究にとどまら

ず，実務においても指摘されている(もっとも，高信頼性組織研究の知見を取り入れ

た可能性が十分考えられるが)。例えば，原子力発電事業者の規制団体の 1つで、ある

独立行政法人原子力安全基盤機構は，安全文化の劣化防止のためのガイドラインとし

て「安全文化の理解と評価の手引き」を作成しており 2，原子力規制委員会(I日原子力

2独立行政法人原子力安全基盤機構ホームページ内公表資料

(http://www.jnes.go.jp/content/000009721.pdf)参照。
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安全委員会)が毎年公表する「原子力安全白書」においても，安全文化の醸成と定着

の重要性が言及されている3。さらに，こうした規制当局の働きかけ，および美浜発電

所 3号機事故の経緯を踏まえ，関西電力株式会社では安全文化醸成活動」の取り

組みが推進されており，実施状況を報告書の形で公開している4。

これまでの議論を総合すれば，今やアカデミックと実務の双方において，高信頼性

組織の条件として，安全文化(組織文化)の確立が欠かせないという共通認識が得ら

れているといえるだろう。高信頼性組織を実現するためには，安全文化のエンジニア

リングが不可欠だという見解である。筆者もその重要性を否定するわけではないが，

組織文化の重要性を強調するあまり，見落とされている視点があると考えている。そ

れが，本論文が注目する組織ルーティン概念である。

もちろん，これまでの高信頼性組織研究でも，組織ルーティンの存在が全く無視さ

れてきたというわけではない。しかしながら，組織ルーティンを集団の規則的な行動

パターンと理解しているため，不測の事態への対処を妨げる要因として注目してきた

側面が強い。例えば， Weick and Sutcliffe (2001)は，計画，標準化，オベレーショ

ン手順(マニュアノレ)，慣習といったルールが，マインドを弱体化させる可能性がある

と指摘する。なぜなら，こうしたルールは個人または集団の認知や行動を固定化させ，

いったんルーティンとして確立されてしまうことで，既存のオペレーションの改善を

妨げるためである(ibid.，pp.108・111)。同様に， Rochlin and von Meier (1994)も，

原子力発電所の事例分析から，法的制約という側面の強いマニュアルの増大が，現場

の柔軟な対応を阻害し，かえって安全性を損なう可能性があると指摘する。

こうした議論の背後には，組織に存在するさまざまなルールが組織メンバーの行動

にそのまま反映されるという前提が見られる。だが，この前提は組織ルーティン概念

を正しく理解したものではない。結論を先取りすれば，組織ルーティンとは，決して

集団の反復的な行動パターンを表す概念ではなく，特定の仕事を成し遂げるために規

範的に参照される「意思決定前提」あるいは「型(テンプレート)Jを意味する概念で

ある。それゆえ，そこから導かれる行動が必ずしも組織ルーティンを反映したものと

は限らず，むしろ多様な仕事実践が観察される可能性があるのである。

3環境省原子力規制委員会ホームページ内公表資料

(http://www.nsr.go.jp/archive/nsc/hakusyo/hakusyo_kensaku.htm)参照。

4 関西電力株式会社ホームページ内公表資料

(http://wwwl.kepco.co.jp/notice/mihama/jiko_img/haifu_120518_ 4.pdf)参照。
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また，仮に組織成員の仕事実践を組織文化で統制できるのであれば5，理論的には，

マニュアルや標準業務手続といった組織ルーティンは必要ないと考えられるが，現実

的に，高信頼性組織にも組織ルーティンは存在する。この事実が指し示すのは，高信

頼性組織の現場では，組織成員の仕事実践を組織化する手段として組織ルーティンを

重視しているということではないだろうか。だとすれば，同じように惨事となりかね

ない状況下に置かれつつも，一方では，事故を起こしてしまう組織と，他方では，優

れた安全性を維持している組織が存在するのは，そこには組織文化に違いが見られる

のではなく，組織ルーティンのあり方に違いが見られると考えることもできる。

以上の議論を踏まえれば，これまでの高信頼性組織研究が，組織ルーティン概念を

誤解し，不測の事態に対する現場の柔軟な対応を阻害する要因として楼小化してしま

ったゆえ，組織文化に過度に関心を寄せているきらいがあると考えられる。だが，現

実的には，組織ルーティンはマニュアルや標準業務手続といった形で現場の作業員の

仕事実践を組織化する手段として重視されている。よって，今の高信頼性組織研究に

必要なのは，改めて組織ルーティン概念を検討することであるように思われる。これ

が本論文の問題意識であり，組織ルーティン概念に注目する理由である。

1.2 研究課題

以上の問題意識から，本論文では，現実的には組織成員の仕事実践を組織化する手

段として重視されながらも，これまでの高信頼性組織研究では注目されてこなかった

組織ルーティン概念および同概念を巡る研究群として成立する組織ルーティン研究を

検討することにしたい。誤解を招かぬよう先に述べておけば，本論文は，高信頼性組

織を実現する組織的要因を明らかにするという，これまでの高信頼性組織研究の研究

課題を批判するものではない。むしろ，組織ルーティン研究の検討や経験的調査を通

じて，この研究課題を明らかにしようとするものである。具体的には，現場の仕事実

践を組織化する，すなわち，現場がマニュアルや手続きといった組織ルーティンを遵

5 この点に関して，当の組織文化論においてさえ，組織文化が集団で共有された価値やものの見方

を意味し，組織成員の行動を統制することができるという考え方を伝統的なものとみなす見解が見

られるのは興味使い。例えば， Swidler (1986)によれば，文化とは行為を 1つの一貫した方向に

導くような統合されたシステムではなく，むしろ，行為者が一連の行為(行為戦略)を形成するた

めの「ツール・キット」であるとされる (p.277)。同様に，加護野(1997)や出口 (2004) も，

Swidlerの議論を踏まえたうえで，組織文化が行為者の状況的行為のなかで利用される行動のレパ
ートリーの 1つであると指摘している。
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守しつつも，不測の事態に対処できるような組織ルーティンのデザイン方法を検討す

るのが，本論文の目的である。この研究目的を明らかにするため，本論文では以下の

2つの研究課題に取り組む。

(1) 組織ノレーティンはどのように捉えるべき概念なのか

(2) 現場の仕事実践を組織化する組織ルーティンのデザインのあり方とはどの

ようなものか

第 1の研究課題は，組織ノレーティン概念を定位させる試みである。これまでの高信

頼性組織研究では，組織ルーティンが集団の規則的な行動パターンを表す概念である

と理解されてきた。先には，これが組織ルーティン概念に対する誤解であることを指

摘したが，こうした誤解は当の組織ルーティン研究においても見られるものであり，

高信頼性組織研究において誤解が生じるのも無理のない話といえる。こうした状況を

踏まえ，組織ルーティン概念を巡る理論的混乱を解消し，組織ルーティン概念の定義

を定めることが，この研究課題の目的である。

第 2の研究課題は，本論文の目的に直接関連するものであり，組織ルーティンのデ

ザイン方法を明らかにする試みである。そのために，既存の組織ルーティン研究でこ

の間いに対する答えがどれほど蓄積されているのかを確認するため，組織ルーティン

研究の理論的課題を検討する。しかしながら，結論を先取りすれば，組織成員の仕事

実践を組織化する組織ルーティンのデザイン方法を明らかにするという理論的課題は，

組織ルーティン研究の萌芽期においては注目されていたものの，現在の研究では見落

とされた論点である。したがって，本論文では，経験的調査を通じて具体的なデザイ

ン方法を見出すことにしたい。

1.3 本論文の構成

本論文の構成は，次のとおりである。まず，研究課題を具体的に論じていく前に，

次章(第 2章)において，伝統的な組織ルーティン研究が共有してきた理論前提と理

論的課題の確認作業を行う。最初に，組織ルーティン概念に対する一般的な理解を整

理する (2.1)。ここで明らかにされるのは，組織ルーティン概念は，認知的パターン

から行動パターンへと推移しつつ理解されてきたということである。次に，伝統的な
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組織ルーティン研究が追究してきた，行動パターンとしての組織ルーティンの変化と

いう理論的課題を検討する (2.2)。具体的には，組織ルーティンの変化を説明するア

プローチとして注目された集団の認知枠組みを取り上げ，このアプローチが行動パタ

ーンとしての組織ルーティンの変化をどのように説明したのかを整理したうえで，そ

のロジックに潜む問題点を指摘する。

研究課題に対する直接的な応答となるのが，第 3章である。本章では，組織ルーテ

イン研究の理論前提と理論的課題を再考する。そもそも，伝統的な組織ルーティン研

究が問題を抱えたのは，組織ルーティン概念に対する誤解があったことが原因と考え

られる。そこで最初に，組織ルーティン概念を定位させるべく (3.1)，原初的概念を

提示したカーネギー学派に遡り，組織ルーティン概念ほんらいの意味合いを検討する

(3.1.1)。次いで，同概念の原意を取り戻すべく，組織ルーティン概念の精般化を図

った研究を検討する (3.1.2)。次に，概念的精轍化を踏まえたうえで，組織ルーティ

ン研究の理論的課題がどのように修正されたのかについて見ていく。ここでは，組織

ノレーティンの遂行的性質に影響を与える状況的要因を明らかにする研究を具体的に検

討し (3.2)，これらの研究を批判的に検討したうえで，本論文が考える組織ルーティ

ン研究の理論的課題と追求すべき研究成果を述べる (3.3)。結論を先取りすれば，本

論文は，組織成員の仕事実践を組織化するデザイン方法を探求することが，組織ルー

ティン研究の理論的課題であることを主張する。

第 4章では，次章以降で行う経験的調査に先立つて，本論文が依拠する理論構築の

方法について説明する。本論文が方法論として採用するのは，グラウンデッド・セオ

リー・アプローチである。最初に，グラウンデッド・セオリー・アプローチの科学観

に言及しつつ，本論文が当該方法論に依拠する理由について述べる (4.1)。次に，グ

ラウンデッド・セオリー・アプローチの方法論的特性 (4.2)を整理したうえで，最後

に，具体的な分析手続きを示す (4.3)。

第 5章および第 6章では，航空機整備現場のフィールドワークを通じて，現場の仕

事実践を組織化する組織ルーティンのデザイン方法を具体的に検討する。最初に，調

査概要を述べる (5.1)。事例選択の理由や調査対象の説明を含めた調査背景，調査方

法について説明する。次に，前章で検討した手順に基づいた分析結果，すなわち，組

織ルーティンのデザイン方法を提示する (5.2)。しかしながら，こうしたデザインが

整備実践の組織化を直接担保しているわけではない。重要なのは，ルーティンのデザ
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整備実践の組織化はいいかえれば，インが整備士の行動や心情に与えた影響である。

デザインが生み出す機能に裏打ちされたものといえる。デザインそのものではなく，

こうしたデザインが生み出す機能を考察としてまとめる。よって第6章では，

高信頼性組織研究研究課題に対する応答を踏まえたうえで，では，終章(第 7章)

と今後の課題 (7.2)(7.1) および組織ルーティン研究に対して本論文が持つ含意

本論を結ぶ。言及し，

第7重量
結論

フィールドワーク第4章
理論構築
の方法

第2章

伝統的な組織ルー
ティン研究の隆路

第1章

序論

行動ノ4ターンと

しての組織ルー

ティンの変化
(2.2) 

理
論
的
課
題

本論文の構成
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第 2章 伝統的な組織ルーティン研究の随路

本章では，研究課題を具体的に論じていく前に，伝統的な組織ルーティン研究が共

有してきた理論前提と理論的課題の確認作業を行う。最初に，組織ルーティン概念の

包括的なレビューを行った Becker(2004) に倣いつつ，組織ルーティン概念に対す

る一般的な理解を整理する (2.1)。ここで明らかにされるのは，組織ノレーティン概念

は，認知的パターンから行動パターンへと推移しつつ理解されてきたということであ

る。次いで，伝統的な組織ルーティン研究が追究してきた，組織ルーティンの変化と

いう理論的課題を検討する (2.2)。これまでの研究では，規則性や再現性をコアな性

質に持つルーティンが組織活動に慣性をもたらし，組織の変化を阻害する点が問題視

されたため，組織ルーティンの変化を解明することが組織ルーティン研究の理論的課

題と考えられてきた。その方略として注目されたのが，組織成員が共有する集団の認

知枠組みである。ここでは，このアプローチが行動パターンとしての組織ルーティン

の変化をどのように説明したのかを整理したうえで，そのロジックに潜む問題点につ

いて指摘する。

2.1 組織ルーティン概念の通説的理解

組織ルーティン研究の包括的なレビューを行った Becker(2004) によれば，組織

ノレーティン概念に対するこれまでの理解は，以下の 2つに分類される (pp.644・646)。

第 1に，組織ルーティンを「認知的パターン (cognitivepatterns) Jと理解し， (状

況Aなら行動Bといったように)行動の原因となるルールに注目する立場である。こ

のカテゴリーに分類されるのは，組織ルーティン研究の萌芽期に位置づけられるカー

ネギー学派であり，彼らは，組織ルーティンの原初的概念を提示した。

例えば， Simon (1997) 6は，同様の刺激や状況に対して適切な行為をもたらした

決定を意識的に再考する必要なしに，同様の反応で対応することを可能にするメカニ

ズムを「習慣 (habits)Jと呼ぶ。「習慣」という一般的な用語の持つイメージからす

れば，組織成員の行動を意味する概念かと思われるが，ここでいう習慣とは，具体的

には，組織成員に受容された「慣例J，あるいはそれが詳細に明文化された「手続き」

や「マニュアノレ」を指す。いずれにせよ，習慣とは，意思決定の際に手引きとされる

6本論文では，ハーパート・ A・サイモンの『経営行動』の引用にあたっては，第 4版(1997年;

新訳 2009年)の記述を使用する。だが，本人も述べるように(邦訳， 2009， p.xi) ，各章のコメンタ

リーを除けば，内容は初版(1947年)のものと同内容である。

12 



ような価値基準を意味する(邦訳， pp.153・155)。

同様に， March and Simon (1958)は，特定の刺激に対する体系化された反応の集

合を「実行プログラム (performanceprograms) Jと呼ぶ。彼らによれば，組織のな

かの人間行動を観察すると，比較的単純な刺激によって，長い時間をかけずに意思決

定を行うという状況が日常的に見られる。刺激に対する反応はさまざまだが，過去に

繰り返し経験されたものであれば常軌化されてし、く。つまり，実行プログラムによっ

て環境からの刺激に対する固定的な反応を形成することで，意思決定プロセスを単純

化するのである。その意味で，組織における多くの行動は，実行プログラムに方向づ

けられたものといえる (pp.139・141;邦訳， pp.212・215)。

また， Simon (1997) と同様，彼らも実行プログラムの形式について言及する。実

行プログラムは，たいていは組織成員の記憶のなかに蓄積されているものであり，必

ずしも成文化されているとは限らない。仮に，実行プログラムが成文化されていたと

しても，単に既存のプログラムを合法化ないしは公式化する目的で成文化されている

場合もあり，それが組織成員の行動を動かしている実際のプログラムと一致するとは

限らない (Marchand Simon， 1958， pp.142・143;邦訳， p.217)。

Cyert and March (1963)は，意思決定のためのルールに注目する。意思決定には

時間とコストがかかるため，過去の先例が参照される。先例は参照されるにつれ協約

として制度化され，拘束力のあるルールとして機能するようになる (pp.33・34;邦訳，

p.50)。このノレールは「標準業務手続 (standardoperating procedure :以下， SOP) J 

と呼ばれ，全社レベルでの意思決定に関する「一般選択手続 (generalchoice 

procedure:以下，意思決定ルール)Jと日常的な業務レベノレで、の意思決定に関する「特

定の標準業務手続 (specificstandard operating procedure :以下，業務遂行ルーノレ)J 

に分類される。

前者は，予算をどう組むのか，どの業績評価基準に注目するのか，どの外部組織を

競合とみなすのか，問題解決策をどのように探索するのか，といった組織目標の決定，

注意の配分，探索活動に関わるルールを意味する。後者は，書類の保存の仕方，情報

の伝達方法といった，一般選択手続に基づいて行われるオベレーションに関わるルー

ルを意味する (pp.101・104;邦訳， pp.147・151)。つまり，全社レベルから日常の業務

レベルに至るまで，組織には意思決定のための諸手続が存在し，短期的に見れば，こ

うした手続きが企業行動を支配しているのである (p.113;邦訳， p.164)。
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要するに，使用する用語は異なるものの，カーネギー学派は組織成員の意思決定プ

ロセスに影響を与えるルールを組織ルーティンと捉えていることがわかる。繰り返せ

ば，ここでいうルールとは，現実的には，マニュアルや sopのように公的なルール

として成文化されている場合もあれば，慣例のように組織成員に信奉された思考様式

として成文化されていない場合もある。

第 2に，組織ルーティンを「行動パターン (behavioralpatterns) Jと理解し，仕

事の進め方における集団の反復的な相互作用に注目する立場である。 Becker(2004) 

が指摘するように，多くの研究がこのカテゴリーに分類されるほど，今やこの捉え方

が主流となっているが，その晴矢となったのが Nelsonand Winter (1982) である。

彼らは，カーネギー学派のアイデアに倣いつつ，生物の性質や行動が遺伝子によっ

て決まるように，企業行動もルーティンという遺伝子によって決定されると考え，組

織ルーティンを「組織の規則的で、予測可能な行動ノ屯ターン」と定義した (p.14;邦訳，

p.16)。一見すると，投資，広告政策，研究開発，戦略上の意思決定といった活動は，

知的で高度に見えるゆえ，ルーティンという考えに馴染まないように思われるかもし

れないが，彼らによれば，こうした活動も例外なくルーティンが存在するという。

他にも， Winter (1986)は，少数のシグ、ナルや選択で自動的に引き起こされる比較

的複雑な行動パターンを組織ルーティンと定義しており (p.165)，Gersick and 

Hackman (1990)は，集団が代替的な行動の方法を探索することなしに，所与の刺

激状況に対して機能的に類似するような行動パターンを反復的にとることを「慣習的

なルーティン (habitualroutine) Jと定義する (p.69)。

こうして見ると，学説史的変遷を辿れば，組織ルーティン概念に対する理解は，認

知的パターンから行動パターンへと推移してきたことがわかる。しかしながら，いず

れの立場も，組織ルーティンという用語を「規則性 (regularity) Jや「再現性

(recurrence) Jを意味する概念として使用している点 (Becker，2004， pp.644・646)， 

あるいは，メタな部分では「刺激一反応モデ、ル」を仮定し，環境からの刺激に対して

自動的かっ反復的な反応を想定するという点で共通性が見られる (Pentlandand 

Rueter， 1994， pp.486・488)。

この点を踏まえれば，組織ルーティン概念に対する理解が，認知的パターンから行

動パターンへと推移した理由がわからないでもない。マニュアルやsop，慣例といっ

たルールが条件反射的な意思決定を導き，それが行動にそのまま反映されるのであれ
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ば，認知や意思決定といった暖昧な概念をわざわざ使用する必要はなく，行動パター

ンと考えることは自然なことだからである。事実， Cyert and March (1963)は， SOp 

が組織成員の行動を拘束すると考えており (pp.33-34;邦訳， p.50)，ましてや， rノレー

ティン」という一般的な用語が持つイメージを踏まえれば，行動パターンと定義する

方が理解しやすいといえるだろう。こうして，組織ルーティンが規則的な行動パター

ンを意味する概念であるという理解が形成されたと考えることができる。

2.2 行動パターンとしての組織ルーティンの変化

組織ルーティン概念に対する伝統的な理解では，組織ルーティンのコアな性質とし

て規則性や再現性が仮定される。この性質は組織活動の安定性をもたらすが，環境の

変化を前提にした場合，組織の「慣性Cinertia)Jと認識され，組織の変化を妨げる

要因として多く論者の間で問題視されてきた。

例えば， Hannan and Freeman (1984)は，組織がルーティンおよびルーティンを

変えるルールの面で「構造的慣性 (structuralinertia) Jを持つことを指摘し

(pp.154・155)，Whetten (1987) は，組織活動がルールに縛られる (rule-bound)

がゆえ，急速な環境の変化に対応できなくなる現象を「組織の停滞 (organizational 

decline) Jと呼んだ (pp.346・347)。さらに， Leonard-Barton (1992)は，ルーテイ

ンが自明視された現実として意思決定過程に癒着し，不適切な知識となることを「コ

ア・リジディティ (corerigidities) Jと呼ぶ (p.114;p.118)。呼び名は異なるものの，

いずれも行動レベルで見た場合の組織活動が硬直化する現象を「慣性」と呼び，その

問題性を指摘している。こうした問題意識をもとに，従来の組織ルーティン研究では，

組織ルーティンの変化を解明することが理論的課題と考えられてきた (e.g.，Nelson 

and Winter， 1982; Gersick and Hackman， 1990)。

そこで改めてクローズアップされたのが，集団の認知的側面である。つまり，硬直

化した組織活動を変えるためには，集団の行動を拘束する認知枠組み7に注目する必要

があり，その変化が問われたのである。ただし，同じ認知的側面でも，カーネギー学

派がタスク遂行に関わる意思決定ルールに注目したのに対して，ここではより広い意

7 Ashforth and Fried (1988)は，この認知枠組みを「スクリプト (scripts)Jと呼ぶ。組織の人々
は，社会化や日々の仕事経験を通じてスクリプトを獲得していく。そのため，日常の意思決定やメ

ンバー聞の相互作用において，人々はスクリプト化された(特定の順序で実行される)行動を無意

識に (mindlessly) とるようになる。
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味で捉えている点には注意が必要である。すなわち，組織で共有されている価値観や

ものの見方といった，ある意味，組織文化に近い概念として集団の認知的側面に再び

関心が寄せられる。

この点をいち早く指摘したのは， Argyris (1977)や Argyrisand Schon (1978) 

であろう。まず彼らは，人々の行動を導く変数 (governingvariables) として「信奉

理論 (espousedtheory)J と「使用理論 (theory"in"use)Jを識別する。前者は，組

織が表向きに掲げるもので，組織の目標や方針などがこれにあたる。後者は，実際に

人々の行動を支配するもので，わかりやすくいえば，個人の信念や思考様式，組織の

不文律や慣行といった認知枠組みを指す。重要なのは，実際に組織成員の行動を支配

するのは後者の使用理論であり，両者が競合することがしばしば見られるという点

(Argyris and Schon， 1978， p.11)，さらに，人々が自らの使用理論に対して無自覚で

あり，これを修正するのが相当に難しいという点である (Argyris，1977， p.119;邦訳，

p.106)。

次に彼らは， r誤りを見つけ，修正するためのプロセスJを組織学習と定義し(Argyris，

1977， p.116;邦訳， p.102)，これをさらに「シングル・ループ学習 (singleloop 

learning) Jと「ダブル・ループ学習 (doubleloop learning) Jに分類する。前者は，

使用理論から導かれる行動戦略 (actionstrategies) に誤りがあった場合，既存の使

用理論のもとで行動戦略を修正するプロセスであり，後者は，既存の使用理論そのも

のの見直しを図るプロセスを意味する (Argyris，1977， p.116;邦訳， p.103; Argyris 

and Schon， 1978， p.29)。つまり，使用理論(認知枠組み)の修正によって行動(ノレ

ーティン)の変化を導く学習形態といえる。

2つの学習の違いを強調するため，Argyris (1977)は次の事例を挙げる (pp.115・116;

邦訳， pp.101・103)。ある日，数十億ドル企業のトップが自社製品 Xに見切りをつけ

て，市場から撤退するという判断に至った。製品 Xに関わる損失が 1億ドルを超過

していたためである。ところが，生産中止が決まる 6年も前に，現場の生産工場の

責任者やマーケティング担当者は，製品 Xに問題があることに気づいていた。だが，

こうした情報は上層部の経営障にまで伝わらなかった。なぜなら，彼らは，経営障

が製品 Xを「市場における次の主役Jと熱心に喧伝していることを承知しており，

さらに，この会社には「会社の方針や目標，とりわけ，経営陣がご熱心のものには

疑問を投げかけない方がよい」という不文律(使用理論)があったためである。製
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品 Xに関する深刻な問題を上層部に伝えるのは，会社の方針に異を唱えることにな

るばかりか，組織の提を破ることにもなりかねなかった。そのため，彼らは，自分

違が粉骨砕身すれば問題を克服できると考え， 日々のオベレーション(ノレーティン)

を変えることに腐心したが，問題を解決できるどころか問題の大きさに気づくだけ

であった。結果として，巨額の損失を抱えるに至ったのである。

この事例を踏まえたうえで， Argyrisは，製品 Xの問題点に気づいたメンバーが，

すぐに経営陣に生産中止を打診していれば，巨額の損失を被ることなく早々に市場か

らの撤退を判断できたと指摘する。つまり，組織が利益を出し続けるためには，シン

グ、ル・ループ学習(既存の使用理論のもとでのルーティンの変化)だけでは不十分で，

ダブル・ループ学習(既存の使用理論の変革を通じたルーティンの変化)が必要だと

主張する (Argyris，1977， pp.124・125;邦訳， pp.112・113)。

同様に，組織が環境の変化に適応していくうえで，ダブ、ル・ループ学習が重要であ

ることを指摘したのが Hedberg(1981)である。もっとも，彼はArgyrisand Schon 

(1978)に影響を受けつつも，彼らの用語体系は使用せず， r学習棄却 (unlearning)J 

という独自の概念を用いている。学習棄却とは，組織が「既存の知識を捨て去るプロ

セスj と定義される (p.18)。ただし，ここでいう知識とは，記憶や情報といった一般

的な意味合いというよりも，むしろ組織の「認知構造 (cognitivestructure) Jや「認

知スタイル (cognitivestyles) Jとし、った意味合いが強く (p.7)，Argyris and Schδn 

( 1978)がし、うところの使用理論，あるいは認知枠組みと呼ぶべきものである。

Hedbergが認知枠組みの変化を強調したのは，それが組織の外部環境に対する知覚

を形成するフィルターとなるからであり， Cyert and March (1963)の組織学習論を

発展的に論じるためであった (Hedberg，1981， pp.9圃12)0 Cyert and March (1963) 

によれば，組織は自らの経験に反応しながら SOPを変化させる。組織活動の成果が

期待に反するものであった場合，組織は環境の変化を感知し，問題解決を通じて SOP

を好ましいものへ変化させようとする。例えば，組織目標が達成されなかった場合，

組織は意思決定ノレールに基づいて目標を達成するための代替案を探索し，業務遂行ル

ールを変更する。それでも問題が解決されなかった場合，意思決定ルールそのものの

見直しを行う。具体的には，組織目標や注意すべき環境の範囲，代替案の探索方法の

修正を行う (p.123;邦訳， p.180)。つまり，彼らは SOPの階層性を想定し，意思決定

ノレールが業務遂行ルールを変化させる，あるいは，意思決定ルールそのものを変化さ
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せることで，組織が外部環境の変化に適応すると論じる。前者が短期の適応行動，後

者が長期の適応行動であり，長期適応が組織学習として定義される (pp.100-102;邦

訳， pp.145・147)。

しかしながら， Cyert and Marchの議論では，意思決定ルールの変化がし、かにして

生じるのか，が詳しく説明されているわけではない8。これに対して Hedbergは，組

織の認知枠組みを意思決定ルールのメタ概念に位置づけることで，外部環境のフィル

ターとなる認知枠組みの変化が意思決定ルールを変更させ，企業の持続的な環境適応

を促すと考えたのである。すなわち，組織は自らの活動の成果が期待に反するもので

あった場合，外部環境に対する知覚を修正することで，新たな認知枠組みを形成する。

そして，新たな認知枠組みに基づいて，既存の意思決定ルールや業務遂行ルールを変

更することで，組織活動を環境適応的に変化させていくのである。それゆえ， Hedberg 

の議論においても，組織ルーティンを変化させるうえで，組織の認知枠組みの変化が

強調されている90

最後に，このアプローチに注目した論者としてジェームス・ G・マーチが挙げられ

る。彼が，一方では，組織が利用頻度の高い手続きに固執して，より優れた新しい手

続きの学習機会を失う現象を「能力の畏 (competencytraps) J (Levitt and March， 

1988) と指摘したことはよく知られるところだが，他方では，こうした組織成員の思

考のロックを解除するため r愚かさのテクノロジー (technologyof foolishness) J 

(March and Olsen， 1976; March， 2007)や「探索 (exploration)J (March， 1991; 

Levinthal and March， 1993) といった概念を提示していた。

愚かさのテクノロジーとは，彼らが理性と呼ぶ，組織の目標や価値観に対して合理

的であろうとする思考を一時停止させることであり，そのためには「遊び (play)Jが

重要であると主張する。遊びとは，他のルールの可能性を探るために，日頃のルール

をわざと一時的に緩めることを意味する。組織の目標や価値観に対して合理的である

ことが必ずしも悪いわけではないが，それに固執するあまり，新たな目標を発見する

機会を逸してしまう。遊びの目的は，そうした固執を和らげて，別の目標についての

8 もっとも，彼ら自身もこのことには自覚的である。というのも，彼らは企業を取り巻く環境が不
安定なものである限り，長期の適応行動を論じる意味はあまりないと考えており，短期の適応行
動を主たる関心としていたためである (Cyertand March， 1963， pp.100・102;邦訳，pp.145・147)。
9 この点， Nystrom and Starbuck (1984)は， トップ・マネジメントの学習棄却こそが組織学習
にとって重要であると主張する。
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可能性を探るために， r馬鹿みたいなjあるいは「愚かな」行動を促すことである (March

and Olsen， 1976， pp.76・78;邦訳， pp.124・125;March， 2007， p.134)。

探索もここでいう遊びに類似する概念であり新たな知識，知られるようになる

かもしれないことを探求することJと定義され (Levinthaland March， 1993， p.105)， 

既存の組織ルーティンの変革を迫る学習プロセスを意味する。具体的には，変異， リ

スク・テイキング，実験，遊び，柔軟性，発見，イノベーションといった言葉で表さ

れるような行為である (March，1991， p.71) 10。つまり，遊びにせよ探索にせよ，組

織成員が自らの認知枠組みを修正するための学習を強調する点では共通している。

以上見てきたように，従来の議論では，集団の規則的な行動パターンとしての組織

/レーティンを変化させるため，集団の認知枠組みというメタ概念を設定し，その変化

によって組織ルーティンを変化させるというロジックを想定していたといえる。

だが，このアプローチは，実現不可能性という問題を抱えてしまう。 Argyris(1977) 

も指摘するとおり，人々は自分が囚われている認知枠組みに対して無自覚であり，こ

れを修正するのは容易なことではない。裏を返せば，問い直すことが難しいからこそ，

認知枠組みとして成立するともいえる。逆に，自分が囚われている認知枠組みを問い

直すことができるのであれば，それはもはや認知の「枠組みJと呼べるものではなく

なり，論理矛盾を抱えることになる。事実， Argyris (1996) は，ダブル・ループ学

習の実現性について「不可能ではないが，かなり困難であるJと強調する (p.80)110

では，このような理論的陥穿が生じるのはなぜか。本論文では，その原因が組織ル

ーティン概念の捉え方にあると考えている。そもそも，組織ルーティンの変化が間わ

れた背後には，組織に存在するルールが人々の行動に反映される(ルールが人々の行

動を規定する)という理論前提があった。そのため，組織ルーティンの変化という理

論的課題が導かれ，この理論前提のもとで、組織ルーティンの変化を解明しようとする

10これに対する概念として「開発 (exploitation)Jがある。開発とは既に知っていることの利
用Jと定義され (Levinthaland March， 1993， p.105)， Argyris and Schon (1978)でいうところ
のシング、ル・ループ学習に近い概念で，既存の組織ルーティンを前提とした学習プロセスを意味す
る。ここで重要なのは，探索と開発のどちらも近視眼 (myopia)に陥る可能性があるという点であ
る (Levinthaland March， 1993， pp.105・106)。しばしば， rいずれも組織の学習プロセスあり，両
方のバランスが大事だ」という議論を見受けるが， Levinthal and March (1993)が指摘するのは，
どちらの学習プロセスにも慣性が働き，過剰になる傾向があるという点である。開発の過剰は「成
功の毘(能力の毘)Jを招き，探索の過剰は「失敗の民(失敗が探索を生み，それが失敗すると新
たな探索を行うという悪循環)Jを招く。したがって，バランスを取れば良いという類の話ではな
し、。

11 Argyrisが，外部の観察者である研究者による「介入 (intervention)Jの必要性を主張するのは
そのためである。

19 



と，行き詰まりを見せるのである。しかし，少なくとも本論文が検討する限りにおい

て，組織ルーティンとはそのように捉えられるべき概念ではない。よって次章では，

組織ルーティン研究の理論前提および理論的課題を再考していくことにしたい。
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第 3章 組織ルーティン研究のアイデンティティ再考

本章では，研究課題に答えるべく，組織ルーティン研究の理論前提と理論的課題を

再考する。最初に，組織ルーティン概念を定位させるべく (3.1)，原初的概念を提示

したカーネギー学派に遡り，組織ルーティン概念ほんらいの意味合いを検討する

(3.1.1)。次いで，組織ルーティン概念の精轍化を図った研究を検討する (3.1.2)。

具体的には，組織ルーティンを制度として捉えた研究と組織ルーティンを文法のアナ

ロジーで捉え，組織ルーティンの二重性を指摘した研究を取り上げる。次に，概念的

精轍化を踏まえたうえで，組織ルーティン研究の理論的課題がどのように修正された

のか，について見てし、く。理論前提が変われば，当然ながらそこから導かれる理論的

課題にも変化が見られる。ここでは，組織ルーティンの遂行的性質に影響を与える状

況的要因を明らかにする研究を検討する (3.2)。最後に，これらの研究を批判的に検

討したうえで，本論文が考える組織ルーティン研究の理論的課題と追求すべき研究成

果を述べる (3.3)。

3.1 組織ルーティン概念の定位

3.1.1 組織ルーティン概念の原意

組織ルーティン研究の理論前提を再考するうえで，ここでは，カーネギー学派の合

意に改めて注目することにしたい。

前述したとおり，カーネギー学派は組織成員の行動の原因となるルールに注目し，

それを組織ルーティンとして定式化したが，以降の議論では，こうしたルールが人々

の行動にそのまま反映されると考えられ，組織ルーティンが集団の行動パターンであ

ると理解された。確かに，彼らの説明を見ると，ルールと行動の関係を「刺激一反応

モデノレJで捉えているかのような記述が見られ (e.g.，Simon， ibid.，邦訳， 2009， 

pp.153-158; March and Simon， ibid.， pp.139・142;邦訳， 1977， pp.212・216;Cyert 

and March， ibid.， pp.33・34;p.113;邦訳， 1967， p.50; p.164) 12，組織ルーティンを行

12彼らがこのような捉え方をした背景には，現実の企業の意思決定プロセスから企業行動を説明

するという問題意識があったように思われる。例えば， Cyert and March (1963)が批判の対象と
するのは，企業行動を市場原理で説明しようとする伝統的な経済学である。そこでは，利潤最大

化を目的として意思決定を行う合理的な人間像が想定される。しかし，現実の企業において，意

思決定が必ずしもこのとおり行われるわけではない。現実には，過去の一連の意思決定(諸目標の

展開，期待の形成，選択の実行など)を情報として利用しながら，目標に照らして意思決定が行わ

れる。この企業の内部プロセスに焦点化したモデルを求めるがゆえに，人々の行動がルーノレに支

配されるという，ある意味，極端な仮定を置かざるを得なかったとも考えられよう。
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動パターンと誤解した理由がわからないでもない。しかしながら，一方で彼らの議論

を注意深く読み解けば，ルーノレと人々の行動が(たとえ単線的な関係、ではないにせよ)

決して決定論的な関係にないことを指摘しており，この点が先行研究では見落とされ

てきた。

例えば， March and Simon (1958)は，実行プログラム概念の説明に際して，それ

が完全な硬直性を意味する言葉ではないと断言する (p.142;邦訳， p.216)。具体的に

考えてみれば，在庫が一定水準を下回った場合は不足分を発注する，といった非常に

単純な在庫管理の場面では，人々の行動の選択の余地が少なく，行動が常軌化される

かもしれない。だが，販売予測に基づいて発注量を決める，といった複雑な在庫管理

の場面では，選択の自由度が高まる。ましてや，販売予測のデータが与えられていな

ければ，その度合いはより高まる (pp.146-147;邦訳， pp.223・225)。その意味で，実

行プログラムとは決して人々の行動を規定するものではなく，それらを始動させる刺

激のようなもので実行戦略 (performancestrategy) Jとでも呼ぶべき概念であり

(p.142;邦訳， p.216)，組織成員の行動は自由裁量的に見えることがしばしばあると

述べる。

同様に，カーネギー学派を再評価する Gavettiet al. (2007) も，実行プログラム

は人々の一連の行動を特定する硬直的なイメージで捉えられるべき概念ではなく，む

しろ行動を活発化 (activation) させるものだとし (pp.526・527;p.534) ，この合意を

見落とした Nelsonand Winter (1982) を痛烈なまでに批判する。

さらに， Cyert and March (1992)がルールと行動の関係に関する自らの見解を修

正しているのも興味深い。 Cyertand March (1963)では r組織は先例という形で

記憶を持ち，連合体の人々は先例を拘束力のあるものとして受け入れるよう強く動機

づけられるJ(pp.33-34;邦訳， p.50)や「組織は選択を行い，実行するために，標準

業務手続と経験則を用いる。短期的には，これらの手続が実際に行われる意思決定を

支配しているJ(p.113;邦訳， p.216) といったように，あたかもルール (SOP)が組

織成員の行動を拘束するかのように捉えられていたが，同書の第 2版で追加された結

語では，ルールは人々の行動を方向づけるものだが，その内容までを規定するもので

はない。むしろ，その場の状況に合わせた適切な行為を選択する際に戦略的に利用さ

れるものであり，人々の行為は決してルールに従ったものにはならないと主張してい

る (Cyertand March， 1992， pp.230・232)。
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要するに，ここで重要なのは，組織ルーティンは，そのほんらいの意味合いを踏ま

えれば，決して集団の規則的な行動ノミターンとして理解すべき概念でも，組織成員の

行動を決定づけるようなルールを意味する概念でもなく，人々の認知や行動の前提条

件としてのルールを意味する概念だという点である。もちろん，ここでいう前提条件

という言葉に，人々の行動を拘束するという意味合いは含まれない。そうではなく，

認知や行動の条件として人々に参照されるという意味合いで使用している。

だが，それでも現実的には，ルールが行動を決定づけているかのように観察される

場面はあるだろう。しかしだからといって，折衷案に陥ったり，ルールが行動を支配

する場合と支配しない場合を分ける条件(タスク特性や状況要因など)を探索すれば

良いという話ではない。現実にはルールと行動が一致するケースがあったとしても，

理論的に突き詰めて考えれば，ルールは行動を規定するものではあり得ないのである。

したがって，カーネギー学派の含意を踏まえて，あえて概念定義するとすれば，組織

ルーティンとはタスク遂行の際に参照される意思決定前提と呼ぶべきものなのである。

3.1.2 組織ルーティン概念の精徹化

組織ルーティン概念の原意を踏まえたうえで，ここで、は組織ルーティン概念の精微

化を図った近年の議論を検討していく。最初に，組織ルーティンを制度として捉えた

研究，次に，組織ルーティンを文法のアナロジーで捉え，組織ルーティンの二重性を

指摘した研究を取り上げる。使用される用語や理論的背景は異なるものの，両者に共

通するのは，同概念が通説的に理解されるような集団の規則的な行動ノミターンではあ

りえず，組織成員に規範的に参照される「型(テンプレート)Jであることを指摘して

いる点である。

組織ルーティン概念を規範として捉えるこの考え方は，伝統的な捉え方では見失わ

れてきた組織ルーティン概念ほんらいの意味合いを取り戻し，発展的に論じた議論と

位置づけることができる。では，組織ルーティン概念を規範として捉えるということ

はどういうことか。カーネギー学派の議論では深く検討することのできなかった論点

を， 2つの議論を手掛かりに紐解いていくことにしたい。
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(1) 制度としての組織ルーティン

March and Olsen (1989)は，組織ルーティンを制度として捉える 13。制度として

組織ルーティンを捉えるということはどういうことか。やや長くなるが，伝統的な組

織ルーティン概念の捉え方との違いを論じるうえで重要になるため， March and 

Olsen (1989)の記述を引用しながら議論を進めていく。

“ルール"という言葉は，ルーティン，手続，慣例，役割，戦略，組織形態，技術

などを意味し，政治活動はそうしたものを軸に展開されるのである。また，こう

した役割やルーティンを取り巻いて，それらを支え，精轍化し，ときには反駁し

たりするものとして，信念，パラダイム，コード，文化，知識というものがある。

行動が，そのような文化的規準や社会的規範に制約されたり方向づけられたりし

ているということは，経験的な社会科学では常識だ。行為が，代替案の選択によ

って期待される利得の計算によるよりも.規範的に適切な行動の判断による場合

がしばしばある。・・・(中略)ルーティンは，同時に行われているいくつもの活動

を相互に一貫性があるように調整するし，葛藤を避けるのに一役買い，意味のコ

ードを提供して暖昧な世界を解釈しやすいようにする。・・・(中略)そしてルーテ

インは，集団と個人のアイデンティティ，利害，価値観，世界観などを具現化し

て，注意の配分や評価の基準，優先順位，認知や資源を規制している (pp.21-24;邦

訳 pp.30・34)

この組織ルーティン(ルール)の定義からいえることは，組織ルーティンがあること

で，組織成員は組織のなかで振る舞うことができるという点である。組織ルーティン

とは，業務を遂行するうえで、のルールや具体的な作業手続き，必ずしも成文化されて

いないような慣習などを含むもので，組織特有の文化や解釈図式によって支えられた

ものである。こうしたルーティンが存在するからこそ，組織成員は一方で自らの役割

やアイデンティティ，取るべき行動の範囲や選択肢を見出すことが可能となり，他方

で他者の振る舞いの意味を理解することが可能となる。組織ルーティンが存在しなけ

れば，組織でどのように振る舞うのかを判断することはできない。その意味で，組織

ノレーティンは人々の行為を方向づける傾向性を持ったものである。

13誤解のないよう述べておけば，ここでいう制度とは，人々の行為や認知枠組みを規定する制度
ではなく，本文中で述べるように，行為の際に参照される規範としての制度を意味する。
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しかし，このことは人々の意思決定や行動がルーティン化されるということを意味

しない。ここで重要なのは， r社会的規範Jや「規範的に適切な行動Jという言葉に示

されるように，それが成文化されているかどうかにかかわらず，組織ルーティンは組

織成員の規範的な型(テンプレート)として存在するということである。「規範

(norms) Jとは，組織成員を動員するためのあるべき姿を示すもので，具体的な行動

内容を指示するというよりは，目標や注意事項など行動の条件を提供するものである

(March and Olsen， 2004， p.lO)。つまり，組織ルーティンは組織成員の意思決定や

行動を方向づけるものではあるが，決してそれらを規定するものではないのである。

ルーティンは，一定の環境のもとで従わなければならないプロセスを細かく規

定した手続ルールであったり，インプットをアウトプットにどう変換するかを規

定した決定ルールであったり，あるいは結果を評価するための基準を規定した評

価ルールであったりする。・・・(中略)ルールはある程度コード化できるが，完壁

でないことが多い。また，矛盾しているのが普通である。その結果，ルールの適

用も，右から左というように自動的にはいかない。(つまり)行動がほとんどルー

ティンによって導かれるといっても，それだけで，行動がルーティン化されるわ

けではない。というのは，特定の状況に複数のルールが適用でき，それぞれが異

なる行動を指示することがある。・・・(中略)さらに，ルールやその特定の状況へ

の適用可能性が，暖昧なことがよくある。・・・(中略)状況がさまざまに定義づけ

られ，それぞれに異なったルールが適用されるといったこともある (pp.22-24;邦

訳 pp.31・34)

組織ルーティンが人々の意思決定や行動を規定し得ない理由の 1つは，組織ルーテ

イン(ルール)は抽象性が高いという点である。例えば，成文化された規則を考えて

みても，どんな規則であれ，あらゆる状況に対応できる形で取るべき行動を詳細に定

めているものはない。ルールに縛られているとイメージされる「お役所Jにさえ，こ

のようなルールは存在しない。むしろ，その場その場の状況に応じて，暖昧なルール

の意味や含意を探り出し，自らの行動を選択しているのが普通である。もう 1つは，

組織ルーティン同士が競合するという点である。現実の組織において，存在するすべ

てのルールが首尾一貫していることなどあり得ない。時空を超えてルール聞の整合性

を保持することなど不可能に等しく，また矛盾しているのが普通である。それゆえ，
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あるルールが指示する行動が別のルールでは禁止される，といったことが日常的に見

られるのである。

だからといって，ルールを明確にして，ルール間の整合性を確保すれば良いという

話ではない。仮に，ルールで詳細な行動内容やその適用条件を示したところで，ルー

ル同士が競合し，組織成員の意思決定や行動を決定づけることはできない。逆に，ル

ール間の整合'性を確保しようとすればするほど，ルールの抽象性は高くなり，同じく

人々の意思決定や行動を決定づけることはできなくなる。

これまでの議論を総合すると，組織ルーティンは常に組織成員の多様な行為を生み

出しうる可能性を持っていると理解することができる。組織ルーティンは決して人々

の行動を規定するものではないが，無視されるわけでもない。組織ルーティンが存在

しなければ，人々が組織のなかで振る舞うことなどできない。組織ルーティンは行動

の準拠点として，組織成員に規範的に参照されるのである。しかし，組織ルーティン

が特定の状況における具体的な行動内容を詳細に指示するわけではない。さらに，組

織ルーティン同士が矛盾することも多々ある。だからこそ，組織ルーティンは規範的

に参照されながらも，人々の行為を多様化させる可能性があるのである。端的にいえ

ば，組織ルーティンは一方では人々の意思決定や行動の制約でありつつも，他方では

行動の多様性を生み出す担体であるといえる (Marchand Olsen， 1976， p.39;邦訳，

p.56)。

こうした理解を踏まえれば，ある特定の状況において，組織ルーティンを参照して

展開される組織成員の具体的な行為に注目する必要性が出てくる (Marchand Olsen， 

1995， pp.32-33; March and Olsen， 2004， p.8)。ただし，ここでいう行為の把握とは，

単に 1人 1人の行為を観察すれば良いという話ではなく，特定の組織ルーティンとの

関係性のうちから行為を捉えていくということを意味する 140

(2) 文法のアナロジーと組織ルーティンの二重性

Marchらの議論に対して， Pentland and Rueter (1994)や Pentland(1995)は，

14この点を識別するために， Antonacopoulou (2008)は「行為Jではなく「実践」という言葉を
使用しているo具体的にいえば，行為を見ることは，単に観察可能な位相で行動を捉えることに過
ぎないが，実践を見ることは，観察可能な位相に現れてこない部分，すなわち参照される規範(目
的，価値，シンボル，言語など)との関係性のうちから行為を読み解くことを意味する
(pp.113・117)。
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組織ルーティンを文法のアナロジーで捉える。文法とは単語と単語の結びつきを示す

一連の規則である。文法がなければ文章を作ることはできないが，文法が特定の文章

内容を規定するわけではない。その意味で，文法は成立しうる文章の可能性を示唆す

るものである (Pentland，1995; pp.542・543)。

このアナロジーをもとに， Pentland and Rueter (1994)では，ソフトウェアベン

ダーDBI社(仮称)のカスタマーサポート部門で働くオベレーターの顧客対応業務を

対象に経験的調査を行っている。一般に，コールセンターの業務は顧客対応マニュア

ルに従って行われるため，高度に定型化されているといわれるが，彼らの発見事実は

全く逆であった。マニュアルが存在しなかったわけではない。同社のカスタマーサポ

ート部門は，電話またはメールによる問い合わせを 24時間受け付け，週に 100コー

ルほど対応しており，その履歴がルーティンとしてデータベース化されていた。また，

オベレーターは顧客からの問い合わせに対応する際，データベースを参照して対応を

始めるというルール(ルーティン)も存在した。それにもかかわらず，彼らが実際の

業務内容をつぶさに観察すると，さまざまなバリエーションが見られたのである。

ここで重要なのは，顧客からの問い合わせに対応する際，オペレーターは確かに過

去のコール履歴を参照しながら対応を始めていたが，過去のコール履歴をそのまま利

用するわけではなかったという点である。オベレーターがコール履歴を参照するのは，

あくまで対応の落としどころ(着地点)や基本的な方針(例えば，問題解決延期，顧

客に解決策を委ねる，製品サポート部への転送，開発部への転送など)を把握するた

めであった。つまり，コール履歴というルーティンを規範的に参照していたのであり，

個々の対応においてはさまざまな実践が見られたのである。

この発見事実からいえることは，第 1に，文法がなければ文章を作ることはできな

いのと同様，オベレーターも組織ルーティン(ここでは，コール履歴という過去の組

織活動の結果)を参照することではじめて，顧客への対応が可能になっていたという

点である。仮にコール履歴がなかったとすれば，オベレーターはどのような対応をす

れば良いかわからず，顧客への対応はままならないであろう。第 2に，文法が特定の

文章内容を規定するわけではないのと同様，組織ルーティンが個々の対応における行

動内容を規定していたわけではないという点である。コール履歴は規範(的な型)と

して参照されながらも，その活動内容はさまざまであった。要するに，組織ノレーティ

ンのもとでさまざまな活動が差異的に生み出されていったのである。
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規範として存在する組織ルーティンとそこから生み出される行為の区別は，組織ル

ーティンの二重性として精轍化される。すなわち，組織ルーティン概念は， r明示的側

面 (ostensiveaspect) Jと「遂行的側面 (performativeaspect) Jとし、う 2つの側面

で理解される (Feldmanand Pentland， 2003; Pentland and Feldman， 2005)。前者

は，タスクを進めるうえでの理想的ないしは概念的な形式で， SOPのようにコード化

されている場合もあれば，慣習のようにコード化されていない場合もある。一方，後

者は，特定の場所，特定の時間において，特定の人々によって行われる具体的な行動

を意味する (Feldmanand Pentland， 2003， p.l0l)。

ここで重要なのは，明示的側面が遂行的側面の内容を規定するわけではないという

ことである。理想的ないしは概念的な形式と定義されているように，明示的側面は規

範的な目標や行動の型(テンプレート)を提供するものであり，規範と呼ぶべきもの

である。したがって，人々の行動をガイドするために参照されることもあれば，すで

に行われた行動を正当化するために使われることもある 15 (Feldman and Pentland， 

2003， pp.l06・107)。そのため，組織ルーティンを分析する際，明示的側面と遂行的側

面を識別して組織ルーティンを理解しないと，実際はさまざまな行為が展開されてい

るにもかかわらず，組織ルーティンが単ーないしは少数の行動パターンであると結論

づけてしまう危険性がある。 Pentlandand Feldman (2005)は，先行研究の多くが

この過ちを犯しており，組織ルーティンが行動パターンを説明する概念として語られ

てきてしまったのは，組織ルーティンの遂行的側面が見落とされてきたからに他なら

ないと指摘する 16 (p.800)。

以上の議論をまとめれば，次の 2点に集約される。第 1に，組織ルーティンはこれ

まで通説的に理解されてきたような行動パターンを表す概念ではありえず，組織成員

に規範的に参照される型(テンプレート)として捉えられるべき概念だということで

ある。組織ルーティンを組織活動の規則性や再現性を表す概念として捉える背後には，

15 Narduzzo et al. (2000)も同様の点を指摘する。組織成員は SOPのような公式的な手続きに従
って行動するわけではない。しかし，だからといって公式的な手続きが不要かというとそうでは

なく，むしろ彼らの行動を説明する(正当化する)ツールとして使われる。

16より詳しくいえば， Pentland and Feldman (2005)が批判するのは，実務家が物象化した組織
ルーティンを研究者が自明視 (takefor granted)することである。実務家が組織ルーテインを物
象化するのは悪いことではない。物象化することでさまざまな行為が可能となるからである。例

えば，組織ルーテインを抽象的な理解として語ることで，他者とのコミュニケーションを円滑に

進めることが可能となる。しかし，彼らが物象化したものを研究者もまた物象化して扱うことで，

誤った推論を導く可能性が生じると指摘しているのである。
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組織に存在するルールが組織成員の行動を規定するという理論前提が置かれていた。

だが，これまでの議論で明らかになったのは，組織ルーティンは人々の行動を規定し

得ないという点である。なぜなら，組織ルーティンは抽象性が高く，組織に複数存在

し，かっ相互に矛盾することが多し、からである。だからといって，組織ルーティンが

無視されるわけではなく，それらは規範的な型(テンプレート)として参照される。

第 2に，組織ルーティンは規範的に参照される型(テンプレート)であるがゆえ，

組織ルーティン(明示的側面)を参照した人々の行為(遂行的側面)は，常に差異化

される可能性があるということである。このことは，理論的にいえることでもあり，

経験的調査から明らかになったことでもある。 Pentlandand Rueter (1994)の事例

では，オベレーターが過去のコール履歴(組織ルーティン)を規範的に参照しつつも，

日々の業務を通じて，新たな実践を生み出していた。そのうえで， 2つの議論が共通

して主張するのは，組織ルーティン(明示的側面)とそこから生じる行為(遂行的側

面)を峻別し，特定の状況において，特定の組織ルーティン(明示的側面)がどのよ

うな行為(遂行的側面)を生み出しているか，組織ルーティン(明示的側面)と行為

(遂行的側面)の多様な関係を丹念に分析していくことである。

3.2 概念的精轍化に伴う理論的課題の変化

前節では，組織ルーティン概念の原意に遡り，また，組織ルーティン概念の精微化

を図った近年の研究を概観することで，概念定義を巡る理論的混乱を解消し，組織ル

ーティン研究の理論前提を再考した。繰り返せば，一般に，組織ルーティンは集団の

規則的な行動パターンを表す概念と理解されるが，それは学説史的変遷のなかで歪ん

で生じた誤解であり，規範あるいは規範的に参照される型(テンプレート)でしか捉

え得ない概念である，というのが本論文の主張である。

これを踏まえたうえで，以下では，組織ルーティン研究の理論的課題を検討する。

前述したように，これまでは行動パターンとしての組織ルーティンの変化を解明する

ことが組織ルーティン研究の理論的課題であると考えられてきたが，以上の議論を踏

まえれば，これはわれわれ研究者が作り上げた疑似問題に過ぎないといえる。なぜな

ら，組織ルーティンは組織成員に規範的に参照される型(テンプレート)であるため，

組織に慣性をもたらすどころか，多様な実践を生み出す可能性があるからである。つ

まり，行動レベルで見れば，組織活動は変化に富むものであって慣性は生じ得ない。
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したがって，その変化を問うことは必然と論理矛盾に陥る。

では，理論前提の修正を踏まえて，組織ルーティン研究の理論的課題はどのように

修正されたのだろうか。 Feldmanand Pentland (2003)や Pentlandand Feldman 

(2005)が組織ルーティン概念の精般化を図り，組織ルーティン概念の二重性を指摘

して以来，組織ルーティンの遂行的性質 (performativity) に影響を与える状況的要

因を把握することが，組織ルーティン研究の主たる理論的課題となりつつある。ゆえ

に，ここではまず，これらの研究について具体的に見ていくことにする。

(1 ) 行為者のエージェンシー

組織ルーティンの遂行的性質に影響を与える状況的要因として最初に挙げられる

のが，行為者のエージェンシーである。ここでいうエージェンシーとは，行為者の意

図や動機を含んだ行為能力全般を指す。

この点に注目した研究としてよく引用されるのが， Feldman (2000)である。彼女

は，実際の行為とその結果との関連性から，遂行的性質を促進する行為者のエージェ

ンシーを 3つに類型化する。第 1に，行為の結果が意図しないものであった場合，あ

るいは，行為の結果，新たな問題が生み出された場合である。この場合，行為者はル

ーティンを達成すべく，自らの行為を「修復 (repairing)Jさせる。ただし，あくま

での行為の修正にとどまるものであり，組織ルーティン(明示的側面)自体を修正す

るものではない。第 2に，行為の結果が新しい資源を生み出し，新たな(行為の)機

会が生じる場合である。この場合，行為者は組織ルーティン(明示的側面)を「拡張

(expanding) Jする。第 3に，行為の結果は意図したものだが，参加者が改善の余地

があると考える場合，すなわち，行為の結果が理想(価値，目標，使命，期待など)

に到達しない場合である。この場合，行為者は，ルーティンを達成するより良い方法

を探索すべく「奮闘 (striving)Jする。

フィールドの対象は大規模州立大学の学生寮である。彼女は，学生寮に存在するさ

まざまな管理ルーティンのなかでも，損傷評価と引越という 2つの組織ルーティン(明

示的側面)を観察し，損傷評価ルーティンでは修復と拡張，引越ルーティンでは修復

と奮闘によって，遂行的性質が生み出されていることを発見した。

損傷評価ルーティンは，学生が退去する際，部屋の損傷個所の評価を行うルーティ

ンであるが，この施設では，評価を引越し後に行っていた。だが，施設管理者にとっ
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てこの状況は好ましくない。なぜなら，部屋に損傷があった場合，親に損害請求する

のに時間がかかるためである。そこで管理者は，評価の方法を「修復」した。具体的

には，学期初めに居住者とスタッフとが一緒に備品一覧表 (aroom inventory) をチ

ェックするプロセスを取り入れた。この一覧表には，部屋や家具の状態が記載されて

いるため，退出の際にはそれらの状態の変化を確認することができる。この仕組みに

よって，学生本人と部屋の損傷に関する話し合いが可能となった。

さらに，こうした「修復」のプロセスは，施設管理者にとって新たな機会が見出さ

れる契機でもあった。それは，学生の教育である。従来のやり方では引越し後に評価

が行われるため，学生本人が責任を負うことはなかった。しかし，この新しいシステ

ムは，学生本人に損傷状況を確認させ，損傷に対する金銭的責任を負わせるものであ

るため，学生が 1つの部屋をケアする方法を学ぶことは，親元から自立して生活する

ことに関わる教育の一部にもなり得た。そこで施設管理者は，損傷評価ルーティンを

学生教育ルーティンの 1つに「拡張」したのである。

引越ルーティンは，転居・転入の運営に関するルーティンである。この施設では，

引越し作業を3日間で一気に行うという運営方法をとっていた。しかし，毎年約 10，000

人もの学生が一気に引越し作業を行うため，宿舎付近の通りが交通渋滞を起こしてい

た。そのため，学生も満足に荷積み・荷下ろしを行うことができず，また，学生の親

も手伝おうにも宿舎に近づけないということでクレームが発生していた。そこで施設

管理者は，市と交渉し，引越し期間中は付近の道路を通行止めにした。また，荷下ろ

しのために各学生に 30分の専用時間を与えた。結果，引越しの作業はスムーズに運

営されることとなった。

だが，引越ルーティンはこうした「修復」にとどまることなく，よりスムーズな運

営を実現するため， 2つの「奮闘」がなされた。第 1に，業者のための販売スペース

を設けたことである。転入の際，学生は業者からカーペット用の布を購入していた。

しかし，その業者がメインホールを塞ぎ，通行の妨げとなっていたため，業者専用の

販売スペースを設けたのである。第 2に，大学のフットボールの試合日程を考慮して

引越しの期間を変えたことである。従来，引越しはレイパー・デーの土曜日に開始し

ていた。その日は休みのため，街は閑散としており交通渋滞も起こらなかった。また，

講義は翌週から始まり，大学のフットボールの試合も翌週あるいは翌々週の週末に開

催されていたため，タイミングとして絶好であった。だが，体育局が試合の日程をレ
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イパー・デーの前に変更した。この試合は大規模なものであるため，当日は大勢の人

が街に集まってくる。そのため，通行止めが難しく，市もこれを許可しなかった。結

局，施設管理者は試合前に引越しが終わるよう日程を変更したのである。

同様に，行為者のエージェンシーに注目した研究として Howard-Grenville(2005) 

が挙げられる。彼女は，半導体メーカーChipco社(仮称)において，経営計画の策定

プロセス(計画策定ルーティン)が成文化されつつも，実際に計画を策定するプロセ

ス(遂行的側面)が成文化されたルーティン(明示的側面)とは異なることを発見し

(計画と実行の差異ではなく，計画策定ルーティンと実際の策定プロセスの差異であ

ることに注意されたし、)，その理由として以下の 3点を挙げている。

第 1に，計画担当者が多様な利害を持つためである。経営計画は，各事業部の担当

者が部門ごとの計画を作成し，戦略策定会議 (StrategicPlanning Council)でレビ

ューおよび計画同士の擦り合わせが行われるが，その会議の場面において，参加者の

異なる利害が顕著に表れた。成文化されたルーティンでは，戦略策定会議は事業部聞

の調整を行うことが一義的な目的とされていたが，各計画担当者は自部門の活動の正

統性を印象づける場面としてこの会議を利用していた(それゆえ，調整は一向に進ま

なかった)。また，経営幹部を兼任する計画担当者でもあった議長は，自らの支配的な

地位を保持するという政治的な意図を持っていたために，部門間の調整を妨げるよう

な行為をとっていた。例えば，議論を実りあるものにするために，外部環境に関する

情報をもっと集める必要があると主張するなどして，提出された計画の不備を指摘し

て議論の時間を長引かせ，計画策定ルーティンへの注目を集めようとしていた。

第 2に，参加者の時間に対する志向 (orientations)が異なるためである。通常，

計画担当者は過去志向を持つ傾向があり，過去のパフォーマンスを反復しようとする。

過去のパフォーマンスに問題がなく，自らの経験に自信を持つためである。これに対

して，経営幹部(を兼任する計画担当者)は未来志向を持つ傾向があり，新たなパフ

ォーマンスが創出されることを期待して，過去のパフォーマンスを否定しようとする。

例えば，計画担当者が従来の設備や手続きを用いようとするのに対し，ある経営幹部

が工場の廃液による水質汚染問題を提起し，提出された計画の見直しを促すという場

面が観察された。

第 3に，成文化された計画策定ルーティンの抽象性が高いためである。確かに，

Chipco社では，計画策定のステップが成文化されていた。しかし，こうしたマニュア
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ルのような人工物には暖昧さが残るため， r計画策定ルーティンでは何をすべきかJr計

画策定ルーティンにはどのような要素が含まれるべきかj といったことに対する組織

成員の理解が多様化する可能性が常に存在する。計画策定ルーティンの抽象性は，こ

うした多様な意図や時間的志向を持ったパフォーマンスに正統性を与える根拠となっ

てしまうのである。

Howard-Grenville (2005) と同様， D'Adderio (2008)も関与者の利害が遂行的性

質に影響を与えることを指摘する。彼女がフィールドの対象としたのは，大手自動車

メーカーのエンジニアリング部門である。通常，エンジニアリング部門は製品開発プ

ロセスの上流工程に位置し，試作品の仕様書を固めることがミッションとなる。もち

ろん，初期段階では，さまざまな変更が加えられるが，ひとたび試作品の製品構造(部

品や原材料)が定義され，仕様書が完成してからは，それをもとに生産部門が試作品

の製造に入るため，仕様書の変更は避けなければならない。しかし同社では，製造工

程に入った後も，エンジニアリング部門から仕様書変更に関するオーダー次々と出さ

れるという状況であった。そこで同社では， PDM (Product Data Manager) を導入

する。 PDMとは，品番(部品表)や属性，図面データといった設計情報からマーケ

ティング・営業関連情報に至るまで，あらゆるデータを一元的に管理するソフトウェ

アである。 PDMプロジェクト管理者の狙いは， PDMで各種データを効率的に処理す

ることで，エンジニアリング部門の仕様変更頻度を統制することであった。

だが， PDMプロジェクト管理者の狙いは脆くも崩れ去る。エンジニアリング部門

の仕様変更頻度が減ることはなかったのである。もちろん，ソフトウェアに埋め込ま

れた手順があるため，仕様書を差し替えるような大幅な変更を行うことはできない。

しかし，ソフトウェアの設計上，微修正(追加変更)のオーダーを出すことが認めら

れていたため，エンジニアリング部門は一旦仕様書をソフトウェアに反映させた後，

修正オーダーをかけるという抜け道 (bypass) を作り出したのである。さらに，この

次善策を正当化するため，エンジニアリング部門は変更部分に関して文書 (deviation

document)を作成するという補足手続きまで生み出した。

こうした発見事実を踏まえ，彼女は，組織ルーティンのパフォーマンスが多様化す

る要因として，集団聞に分散されたエージェンシーの存在を指摘する。組織の集団は

互いに異なる利害を持つ。このケースでいえば， PDMプロジェクト管理者にとって

は， PDMの導入を通じて開発プロセスを統制して開発スピードの向上を図ることが
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インセンティブとなるが，エンジニアにとっては，革新的で頑強なデザインを作り出

すことがインセンティブとなる。それゆえ，仕様書に対する考え方も全く異なってい

た。 PDMプロジェクト管理者が仕様書を最終決定と考えているのに対して，エンジ

ニアリング部門の管理者は仕様書を生産部門に仕事を開始させるための暫定的なもの

と考えていた。つまり，こうしたエージェンシーの競合が，組織ルーティンの遂行的

性質を促進させるといえる。

(2) 他の組織ルーティンや組織的文脈との整合性

次に，組織ルーティンの遂行的性質に影響を与える状況的要因として挙げられるの

が，他の組織ルーティン(あるいは，規範構造)や組織的文脈との整合性である 17。

これも上記と同様，具体的な研究事例とともに見ていくことにしたい。

最初に取り上げるのが， Feldman (2004) である。フィールドの対象は Feldman

(2000) と同様，大規模州立大学の学生寮部門であるが， Feldman (2004)では阿部

門の予算編成ルーティンが分析対象となる。同部門には，①建物，土地，家財の内装，

外装のメンテナンスを行う「設備課 (facilities)J ，②学生に食事の提供を行う「食事

課 (foodservice) J，③学生の教育的サポート(コンピューター，図書館など)やカウ

ンセリングを行う「生活課 (residentiallife)Jという 3つの部署が存在する。各部署

には， 12の施設ごとに担当マネジャーが配置されており，その上にはアシスタント・

ディレクターおよびアソシエイト・ディレクターが存在する。さらに，各施設や部門

を統括する中央の管理者としてディレクターが存在する。

予算策定のステップ(予算編成ルーティン)は次のとおりである。同部門では年間

700万ドルの予算が組まれており，まずこの予算が各部署に割り当てられ，部署ごと

17ただし，ここで挙げる要因だけが遂行的性質に影響を与える要因というわけではない。例えば，

Salvato and Rerup (2011)は，ルーティンの遂行的性質に影響を与える要因をミクロレベル(個
人レベル)とマクロレベル(組織レベル)に大別する。ミクロレベルの要因としては，個人の認知

や合理性 (rationalities)，感情 (emotion)などが含まれる。マクロレベルの要因としては，解
釈枠組み(interpretiveschema)や企業戦略 (firmstrategies)などが含まれる。同様に，個人の
感情に注目する必要性を主張したものとしては， Cohen (2007; 2009)がある。 Cohenはデューイ
に倣い，人間の能力を習慣，感情(衝動)，認知に分類し，習慣が中心的な位置を占めるとしたう

えで，習慣と感情の相互作用に注目する (Cohen，2009，p.447・455)。しかしながら，いずれの研
究も経験的なエピデンスを伴うものではなく，あくまで理論的なイシューとして議論するにとど

まっているため，本論文では詳細を取り上げない。一方，組織の解釈枠組みに注目した経験的研

究としては， Rerup and Feldman (2011)が挙げられる。だが，組織の解釈枠組みがルーティンの
遂行的性質に及ぼす影響ではなく，解釈枠組みの変化に焦点を当てているため，同じく詳細は取

り上げない。
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に利用可能な予算情報が施設担当マネジャーに伝えられる。次に，施設担当マネジャ

ーはアシスタント・ディレクターに予算をつけて欲しいプロジェクトを報告する。報

告を受けたアシスタント・ディレクターとアソシエイト・ディレクターは，予算委員

会でどのプロジェクトに予算をつけるか部署間で議論し，決定事項をディレクターに

報告する(ただし，ディレクターの反応次第で，追加的に会議を開いたり，非公式な

ミーティングを通じて調整されることもある)。最後に，最終決定案が施設担当マネジ

ャーにフィード‘パックされる。

あるとき，ディレクターがこの予算策定ステップの改革(組織ルーティンの変更)

を行う。それまでは，最終的に予算をつけるプロジェクトの調整をアシスタント・デ

ィレクターが行っていたが，施設の状況を詳細に把握していない彼らがプロジェクト

候補のリストを作成・調整するのは非効率であると考え，施設担当マネジャーに負担

させることにした。具体的には，施設ごとに部署間でコンセンサスの取れたリスト(コ

ンセンサス・リスト)を作成するという手続きに変更された。だが，この改革は思う

ような成果が得られなかった。結果として提出されたコンセンサス・リストは， 700 

万という上限額を超過しており，部署間で全く調整が行われていなかったのである。

主たる理由としては，以下の 2点が挙げられる。共通するのは，新たな予算編成ル

ーティンと競合するような規範構造(あるいはルーティン)が既に存在していた点で

ある 180

第 1に，生活課と食事課のアシスタント・ディレクターとの間で敵対関係が形成さ

れており，部下である施設担当マネジャー間の共同が妨げられていた点である。従来

の手続きにおいて，予算が超過した場合，アシスタント・ディレクターは他の部署に

対して，プロジェクトの一部を諦めさせるよう頻繁に根回し (horse-trading)を行っ

ており，根回しを巡って敵対関係が形成されていたのである。結果として，施設担当

マネジャーは他の部署の施設担当マネジャーと連携すべきか，上司のアシスタント・

ディレクターの利害を守るべきか疑問が生じてしまった。

第 2に，そもそも施設担当マネジャー間のパワーバランスにヒエラルキーが存在し

18 Feldman (2004)は，組織ルーティンのパフォーマンスが多くのルーティンと関係していると

いう発見事実は， Sewell (1992)が指摘した構造の多数性と交差の概念に類似すると述べる。構造

の多数性とは，社会システムが異なるロジックやダイナミクスを持つ多くの構造に由来する実践を

ベースにしていることを意味し，構造の交差とは，構造の複合性や重複性を意味する。この多数性

と交差があるため，特定のルーティンのパフォーマンスが，多様な構造から引き出されることにな

る。
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ていた点が挙げられる。具体的には，生活課の地位が他部署に比べて相対的に高かっ

たのである。というのも，生活課の施設担当マネジャーが寮全体の世話役のような位

置づけ(両全体の問題に関心を持ち，学生にも深く関与する)であるのに対して，設

備課と食事課の施設担当マネジャーは限られた役割しかなかった。また，社内ではマ

ズローの欲求階層理論がアナロジーとして用いられ，生活課の職務が自己実現欲求に，

設備課と食事課の職務が物理的欲求に関連づけられて説明されていた。そのため，生

活部門の施設担当マネジャーは高学歴で高給取りであったうえ，秘書のサポートを受

け，さまざまな会議にも参加していた。こうしたパワーバランスの不均衡さが施設担

当マネジャー間の協働を妨げていたのである。特に，アシスタント・ディレクタ一同

士が敵対関係、にある食事課の施設担当マネジャーとは調整が全く行われなかった。

同様に， Labatut et al. (2012) も，既存の規範構造を含むより広い組織的文脈と

の整合性が組織ルーティンのパフォーマンスに影響を与えることを指摘する。彼女ら

は，フランスの羊乳業において，遺伝子組み換え技術 (thegenetic selection 

technology)の技術的なイノベーションをもとにデザインされた新しい飼育モデ、ル(組

織ルーティン)を導入した 2つの地域において，対照的な結果が得られたことに注目

する。新しい飼育モデ、ルの導入に成功したロクフォール地方では， 80%以上の生産者

がこの飼育モデ、ルを利用したため，結果として，羊一頭あたりの羊乳生産量は 4倍に

も増加し，ロクフォール地方のチーズ生産量・販売量は急速に拡大した。ロクフォー

ル地方の成功を受けて，西ピレネ一地方でも新しい飼育モデ、ルの導入を試みたが，生

産者の 20%しか利用せず，ロクフォールのような成功を収めることができなかった。

こうした事実を踏まえ，彼女らは，飼育モデル導入の成否を分けたのは，伝統的な

飼育ルーティンとそれに基づく多様なアクターの実践，さらにそれを支える他の制度

や物理的環境との整合性(あるいは，相互依存性)にあると分析する。例えば，ロク

フォール地方で、は，夏に放牧を行わない伝統的な飼育ルーティンがかえって人工授精

の利用を促進した。放牧を行わず群れを家畜小屋の近くで管理するため，人工授精の

準備がしやすかったのである。これに対して，西ピレネー地方では，夏に群れで放牧

を行うという伝統的な飼育ルーティンがあったため，群れからの隔離を伴う人工授精

を実施することが難しかった。

また，ロクフォーノレ地方で、は，伝統的に集合的な飼育実践が発達していたため，飼

育モデ、ル導入の先導役に伝統的な飼育ルーティンのリーダー的な生産者を選ぶことで，
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採用がスムーズに進んだのに対して，西ピレネ一地方では，ロクフォール地方のよう

な集合的な飼育実践が形成されておらず，また，飼育モデ、ル導入の先導役に伝統的な

生産者が選ばれなかったため，飼育モデ、ルの正統性を確立することができなかった。

さらに，ロクフォーノレ地方では，羊乳とチーズの生産に関する分業体制が明確で，

生産者は羊乳の質と量を高めるという管理方針のもと羊乳の生産に特化していたため，

生産者にとって，羊乳の生産量が増加する飼育モデルの導入が魅力的であったが，西

ピレネ一地方では，分業体制が明確ではなかった。具体的には，羊乳だけでなくチー

ズの加工まで担う生産者が存在し，また，彼らは西ピレネー以外の地域の安い羊乳を

好んで購入したため，新しい飼育モデルの導入にさほど魅力を感じなかった。

3.3 見過ごされてきたアイデンティティ

以上の研究成果は，組織ルーティンの遂行的性質に影響を与える状況的要因を明ら

かにするものであり，組織ルーティン概念の精轍化を発展的に論じた研究として位置

づけることができる。また，行動パターンとしての組織ルーティンの変化を理論的課

題としてきた伝統的な組織ルーティン研究からすれば，インパクトの大きい成果でも

ある。それゆえ，本論文もこれらの研究の意義を否定するものではないが，組織ルー

ティンの遂行的性質を重視するあまり，見落とされてきた論点があると考えている。

極端な言い方かもしれないが，今の組織ルーティン研究の理論的課題のもとでは，見

失われてしまうアイデンティティがある，というのが本論文の主張である。では，本

論文が考える組織ルーティン研究のアイデンティティとは何か，以下で詳しく見てい

くことにしたい。

(1 ) 理論的課題:組織ルーティンを通じた多様な仕事実践の組織化

第 1に，そもそもカーネギー学派が組織ルーティン概念を必要とした理由として，

組織ルーティンを個人の行動を秩序化する手段と考えていた点が挙げられる。

組織に参加する個人は参加の過程を通じてさまざまな意図や目的を見出していく

ため，必ずしも組織目標の実現に向けた行動をとるとは限らない (Simon，1997，邦

訳， p.137)。そうした組織成員の多様な行動をコントロールするためには，どんな行

動が(組織にとって)合理的かを示す価値基準が不可欠であり，彼らは組織ルーティ

ンこそがその基準であると考えていたのである。具体的には， Simon (1997)は習慣

37 



を「時々刻々と行われる一連の選択の全体を首尾一貫したパターンへと整合させる統

合化要素J(邦訳， p.144)と捉え， March and Simon (1958)は実行プログラムを「組

織内のコントロール・システムJ(pp.144・145;邦訳， pp.220・221)と捉えていた。つ

まり，組織ルーティン研究当初の理論的課題は，組織ルーティンを参照して生じる組

織成員の多様な仕事実践を記述することではなく，そうした多様な仕事実践を組織化

することにあったのであり，これが組織ルーティン研究のアイデンティティの 1っと

して考えられる。

組織ルーティン概念を巡る理論的混乱の原因をカーネギー学派に求める批判がし

ばしば見受けられるが，こうした批判はこの論点を見落としているように思われる。

例えば， Simon (1997)の習慣概念はジョン・デューイの習慣概念に依拠したものだ

が， Cohen (2009) は， Simonがデューイの習慣概念を誤解していたと批判する

(pp.448・450)。デ、ューイは習慣が耐久的で自己維持的な性質を持ちながらも，常に

新たな行動を生み出す潜在性 (potentiality) を持っと考えたのに対して， Simonが

それを硬直的に捉え， r刺激一反応モデ、ノレ」に近い行動ノξターンを導く概念として扱っ

たため，組織ルーティンが行動パターンであるという誤解が生じたという批判である。

確かに，前述したとおり， Simon (1997)がこうした批判を招くような説明をして

いる点は否定できない。だが，組織ルーティンが多様な実践を生み出す担体であるこ

とは，実行プログラムに関する Marchand Simon (1958)の説明からもわかるよう

に， Simon自身も気づいていたはずである。だとすれば，彼の説明から汲み取るべき

真意は，組織ルーティンは組織成員の秩序化された行動を導き得る手段であるという

点であり， Cohenの批判は必ずしも妥当ではない。こうした点を踏まえれば，組織ル

ーティンの遂行的性質に影響する状況的要因を探求するという理論的課題は，このア

イデンティティを見失っているように思われる 190

19誤解のないよう述べておけば，本論文は先行研究が見出した状況的要因自体が間違いだ、と指摘し
ているわけではない。現実の場面において，遂行的性質に影響する要因は色々と挙げられるだろう
し，実際，組織ルーティンを「生成システム (generativesystems) J (e.g.， Pentland and Feldman， 
2008) ，あるいはディスポジション (dispositions)J (e.g.， Becker， 2005a; 2005b; Hodgson and 
Knudsen， 2004; Hodgson， 2003; 2008)と捉え，組織成員の仕事実践に広く影響を与えるメカニズ
ムを明らかにしようとする主張もある。だが，こうした研究の方向性は，他領域との境界を暖味に
し，組織ルーテイン研究のアイデンティティを見失わせる恐れがある。例えば，組織ルーティンの
遂行的性質に影響する要因として技術に注目したとしよう。そうなると，現象を説明するうえで，
当然ながら技術研究の理論枠組みへの依存度が高くなり，組織ルーティン研究独自の成果が見出し
にくくなる。厳しい見方をすれば，それは技術研究であって組織ルーティン研究ではないというこ
とさえできるのである。もちろん，他分野の理論枠組みを参照すること自体が悪いわけではない。
重要なのは，他分野の理論枠組みを参照するにしても，他分野が注目していない独自の現象に焦点
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ただし，ここで述べたような理論的課題が先行研究で全く無視されてきたというわ

けではない。組織ルーティンが組織成員の仕事実践を組織化する手段であることが，

断片的ではあるが言及されている。

例えば，前節で取り上げた D'Adderio(2008)は， SOPが多様なアクターの知識や

ものの見方を調整する「共通の参照点 (commonreference point) Jを提供するもの

であるとしたうえで，ソフトウェアのような技術(人工物)に SOPを刻み込む

(inscription)ことで，組織成員の仕事実践を強力に統制できる可能性を示唆する(こ

れを「フレーミング (framing)Jという)。事実，彼女の事例において，エンジニア

リング部門は一旦仕様書をソフトウェアに反映させた後，修正オーダーをかけるとい

う抜け道を作り出したが，それまで問題とされていたような，大幅な修正を迫る仕様

書の差し替えは完全に統制される結果となった。この点に関して，彼女はエンジニア

の実践が PDM(に刻み込まれたルール)に制約を受けたと指摘する。それほど技術

(人工物)に媒介された SOPは侵襲的な影響力を持つため，これを回避することは

容易ではない。 Labatutet al. (2012)は，こうした技術(人工物)の影響力を「規

範的影響 (disciplinaryeffects) Jと呼ぶ。彼女らによれば，技術とは，知識，イデオ

ロギー構造などがコード化されたもので，道具などを通じて人々の実践を形成する。

また， Pentland and Feldman (2008)は，経験的調査を行ったわけではないが，

会計監査の例を引き合いに出して，組織成員の特定のパフォーマンスを引き出すため

には，物的な人工物を使い，証拠をチェックすることが有効だと述べる。この点に関

して， Garud et al. (2008)は， LinuxとWikipediaのケースを取り上げ，悪質行為

をするユーザーを排除するガパナンスの装置として，ユーザーを特定できる形で設計

変更の履歴を残すことが有効であることを指摘している(もっとも，組織ルーティン

の観点から分析を行っているわけではないが)。

以上の議論をまとめると，本論文が主張する組織成員の仕事実践を組織化するとい

う理論的課題は，一部の論者の間でその重要性が指摘されているものの，多くの研究

が組織ルーティンの遂行的性質に注目しているゆえ，これまで見落とされてきた論点

ということができる。また，その一部の論者も断片的な見解を述べるにとどまってい

るため，具体的に論じていく余地が残されている。

を当てることである。
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(2) 研究成果:デザインのための経験的命題の明示

第 2に，組織成員の仕事実践を組織化するための具体的な手段を開発することが，

組織ルーティン研究のもう 1つのアイデンティティとして挙げられる。

もっとも，どのような研究成果を追究するかは研究者の科学観に迫るものであり，

組織ルーティン研究に限った話ではない。しかしながら，上述したように，組織ノレー

ティンが研究者のための分析概念ではなく，組織成員の仕事実践を組織化するという

実践的な課題を解決する管理者のために提示された概念であることを踏まえれば，少

なくとも組織ルーティン研究では，この課題に直面する管理者が応用できるような知

見や方法を提供すべきだと考えられる。端的にいえば，レリパント(実務に適合的)

な研究成果を求めるということである。

こうした科学観は，カーネギー学派のなかでも，特に Simonに通底するものであり，

彼の科学観には 2つの特徴が見られる。その 1つは，ほんらい複雑な現象を単純化す

るという点にある (Simon，1996， p.x;邦訳， p.vii)。

具体的に，彼が取り上げた蟻の例 (pp.51・53;邦訳， pp.61-63)で考えてみよう。一

見すると，蟻の行動はかなり複雑に見える。だが，それは蟻自身ではなく，蟻が歩い

た環境の複雑さを示すものである。例えば，地面に凹凸や小石などの障害物があれば，

蟻はそれを回避する。その連続が蟻の行動を複雑に見せているが，蟻は直線的に歩い

ているに過ぎない。それゆえ，凹凸も障害物もない平坦な道を歩かせれば，蟻の行動

は一直線な軌跡を描く。 Simonは，蟻に限らず人間も同様であると主張する。もちろ

ん，思考などの要素を考慮すれば，人間は蟻より複雑な存在である。しかし，環境の

複雑さが与える影響の方がはるかに大きく，人間の行動の複雑さも，彼(女)らが置

かれている環境の複雑さを反映しているに過ぎない。したがって，たとえ人間の行動

であっても，環境のデザイン次第では単純かっ秩序立てられた現象として表れる。

要するに， Simonにとっての科学の目的とは，現象の複雑さを縮減するデザイン方

法を見出すことであり，だからこそ，ほんらい多様な個人の行動を秩序化する環境の

デザインの手段として，意思決定前提としての組織ルーティンという概念を提示した

と考えることができる(田中， 2011，pp.7-S; pp.11・12)。

Simonの科学観のもう 1つの特徴は，こうしたデザイン方法を見出すうえで，経験

的な命題を明示するという点にある。ただし，ここで注意しなければならないのは，

ここでいう経験的命題には，研究者としての規範性を明示することも含まれているこ
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とである。この点に関して Simonは次のように述べる。

自然科学は規範性を排除し，事物のありのままの姿をもっぱら追究する方法を

確立している。われわれの研究が自然現象から人工現象に移り，また分析から合

成へと移るときにも，なおそのような規範性の排除を維持できるであろうか。ま

た，維持すべきであろうか。・・・(中略)私が「あるべきJ(oughOを「あるJ(is) 

に還元することは絶対に不可能であるという経験主義の立場をとることを，

で明らかにしておきたい (Simon，1996， pp.4-5;邦訳， p.7) 

‘-‘-

この説明で注目すべきは， Simonが経験主義と標楊して，客観的な立場で現象を記

述する不可能性に言及している点である。つまり，研究者がいかに「価値中立j を装

い，自らを観察対象の「外Jに置き，純粋な記述を目指そうとしたところで，そこに

はすでに何らかの規範性(価値観を含む何らかの前提)が滑り込んでおり，これを排

除することなどできない20。そもそも，われわれは研究の目的や成果を選択する段階

でこうした規範性を持ち込まざるを得ない。例えば，どのような社会状況に問題を見

出すか，誰のために，どんな研究成果を目指すかを決める際に，自覚しているかどう

かを問わず，すでに何らかの前提に基づいて判断する。したがって，たとえ記述的な

研究を目指すにしても，こうした規範性を排除することなど到底できない。

では，そうしたとき，われわれはどのような研究上の立ち位置を取り得るか。 Simon

(1996) は，環境をいかにデザインすべきかという問題に関わるべきだと主張する

(p.xii;邦訳， p.x)。もちろん，関与の対象や関与のあり方は，研究者としての規範性

に委ねられる。しかしながら，彼が主張するのは，それを前面に押し出したうえで，

デザインに積極的に関与するという態度である。そのため， Simonは経験的命題の明

示を具体的な研究成果として求めたのである (Simon，1996， p.xi;邦訳， p.ix)210

事実，過去には管理過程論を批判していた Simonが， w経営行動第 4版』に収載さ

れたコメンタリーで，管理原則の意義を再評価しているのは (Simon，1997，邦訳，

20同様に， Rouse (1996)は「社会構成主義は科学知識が社会的に生産される様子を記述している
に過ぎないとしばしば主張するが，科学知識の認識論的・政治的価値をめぐる問いをカツコに入れ
ている」として，価値中立を装った記述主義的な態度を「認識論上の君主 (epistemicsovereignty) J 
と批判する。
21補足すれば，経験的命題の明示だけが唯一の関与のあり方というわけではない。規範的な態度
で記述するという関わり方もあるだろうし，現場の実践に介入していくという関わり方もあるだ
ろう。こうした具体的なデザイン方法論に関わる研究事例としては，Ciborra and Lanzara (1994) ， 
遠山・松嶋 (2010)，松嶋・吉野 (2012)を参照のこと。
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p.75) ，それが組織のデザインに関わる(経営者としての)経験に根差した命題であっ

たからに他ならない。また，二村 (2002)は， Simonのこの科学観を喝破するかのご

とく，彼の理論が「よいマネジメントを行なうための」指図的理論(指示主義的規範

理論)であると指摘する(もちろん，ここでの「よいマネジメントJには，研究者と

しての規範性が関与することはいうまもない) 22。

この点を踏まえれば，第 1の点と同様，組織ルーティンの遂行的性質に影響する状

況的要因を探求するという理論的課題は，このアイデンティティを見失っているとい

えよう。というのも，この理論的課題に基づく研究事例は，研究者の規範性を排除し，

組織ルーティンの遂行的性質を素朴に把握(記述)することを目的としているためで

ある。もちろん，記述という研究成果自体を批判するわけではない。だが，遂行的性

質を促進する状況的要因に注目する理由が明確にされていない限り，そこにレリパン

トな研究目的を見出しているようには思われない。

例えば，組織ルーティンから差異化される仕事実践が現場で問題化されている，あ

るいは，研究者がそこに何らかの問題状況を見出したうえで，遂行的性質を記述する

のであれば，それはレリパントな研究成果といえるだろう。また，特定の状況的要因

に注目するにしても，それが特定の問題状況で見出された具体的なコンポーネントで

ある必要がある。しかしながら，こうした問題意識が明確にされていない以上，極端

ないい方かもしれないが，組織ルーティンの遂行的性質や媒介変数をいくら精轍に記

述したとしても，それは単に組織ルーティン研究の理論前提を確認したに過ぎず，そ

こから得られる研究成果はアカデミックのためのものであって，レリパントな研究成

果であるとはいい難い。

以上の議論をまとめれば，本論文が考える組織ルーティン研究のアイデンティティ

は，次の 2点に集約される。第 1に，現場の仕事実践を組織化するという管理者の実

践的な課題に応えるため，組織成員の多様な仕事実践を組織化する組織ルーティンの

デザイン方法を探求するという理論的課題に取り組むことである。第 2に，こうした

デザイン方法を見出すうえで，管理者にとって利用しやすい研究成果を追求すること，

具体的には，経験的命題(指図的な言説)を開発することである。

22二村 (2002)は，理論を①記述的 (descriptive)，②規範的 (normative)，③指図的 (prescriptive)

に分類したうえで，①は経験的妥当性(どの程度，経験的に観察されるか)，②は理論的適切性(そ

れが受理できる理想化をもたらす理論の適切性)，③は実用的価値(人々がよりより決定を行うの

を助ける力)によって，それぞれ評価されるという (p.79)。
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第4章理論構築の方法

本論文では，現場の仕事実践を組織化する組織ルーティンのデザイン方法を探求す

るという研究課題を明らかにするため，次章で経験的調査を行うが，それに先立つて

本章では，理論構築の方法について説明する。本論文が方法論として採用するのは「グ

ラウンデッド・セオリー・アプローチ」である。最初に，グラウンデッド・セオリー・

アプローチの科学観に言及しつつ，本論文が当該方法論に依拠する理由について述べ

る (4.1)。次に，グラウンデッド・セオリー・アプローチの方法論としての特性 (4.2)

を整理し，最後に，具体的な分析手続きを示す (4.3)。

4.1 グラウンデッド・セオリー・アブローチに依拠する根拠

グラウンデッド・セオリー・アプローチ(以下， GTA) とは， Glaser and Strauss 

( 1967)によって提唱された方法であり，データに密着した分析から独自の理論を生

成する(帰納する)質的研究法である。木下(1999;2006)によれば，中範囲理論の

マ一トンと数量的研究方法論のラザースフェルドで知られるコロンピア大学社会学部

で訓練を受けた Glaserと，徹底したフィールド調査を伝統とするシカゴ大学社会学

部のブ、ルーマーのもとで学んだ Straussの2人が，理論に軸足を置いた仮説検証型の

研究に偏重していた当時の社会学(精確には，抽象度が高く体系的統合性を特徴とす

る誇大理論とそれらを仮説の母体として，特定部分についての検証を重視する研究ス

タイル)が，理論と経験的調査の間にギャップを生み出していたことを問題視し，デ

ータ至上主義の立場からデータと理論をつなぐ独自の方法を考案したとされる。

こうした背景から， GTAは質的研究のメソッドの 1っとして見なされることも多い

が，木下(1999)が指摘するように， GTAの研究方法論としての本質的な意義は，

理論の生成やその技法にあるのではなく，研究成果の社会的意義を問うところにある。

つまり，レリパントな研究成果を求めてプラグマティックな知識を生み出すところに

GTAの真髄があるといっても過言ではない。というのも，そもそも GTAの理論的基

盤(ルーツ)がアメリカのプラグマテイズムにあるからである。実際， Strauss (1987) 

は，特定の問題状況に対して，具体的な解決策を導くプラグ、マテイズムの伝統を受け

継いでいることを明確に述べている (p.5)。

この点に関して，柳招 (2002)は，初期プラグマテイズムの特徴の 1っとして，知

識や理論を問題解決に役に立つ道具とみなしている点を挙げる。伝統的な哲学は，真
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理が無謬的・絶対的・普遍的な性質を持っと考えるが，プラグマテイズムは，真理が

すべて可謬的・仮説的・暫定的な性質を持っと考える。それゆえ，過去に有効だった

知識や理論も絶えず実験によって有用性を検証される必要があると主張する23。こう

したプラグマテイズムの見解は可謬主義(fallibilism) Jあるいは「実験主義

(experimentalism) Jと呼ばれる。こうした見地から， Strauss (1987)が特に影響

を受けたと述べるデューイは，真理を暫定的で仮説的なものと見て，問題を解決する

ために活用し，その有用性を確かめるべきであると主張する。つまり，プラグマテイ

ズムは，知識や理論を開放的で革新的な状態に設定し，試行錯誤を続けることで常に

よりよい選択肢を探究し，その実験の結果に合わせて原則を再定式化したり，仮説を

修正したりすることを重視する (pp.70-71)24。

本論文が理論構築の方法として GTAに依拠する理由は，まさにこの点にある25。す

なわち，本論文は，現場の仕事実践を組織化する具体的な手段を開発するというプラ

グ、マティックな目的を持つため，プラグマティックな知識を生み出すという科学観を

持つ GTAに依拠することが，研究目的を達成するうえで整合的であると考えている。

だが，一口に GTAといっても，現状では複数のアプローチが混在する点には注意

が必要である。もともと立脚する認識論が異なっていた GlaserとStraussは， 1967 

年の著書発表後，具体的な手続きや技法を巡って異なる立場を形成する。数量的方法

論とほぼ同様の認識論に基づくグレーザー版のグラウンデッド・セオリー・アプロー

チと，プラグマテイズムとシンボリック相互作用論に基づくストラウス版のグラウン

デッド・セオリー・アプローチである。さらに，木下(1999)は，ストラウス版をべ

23同様に，野家 (1994)は，プラグマテイズムの基本姿勢を「われわれの認識過程は，まずもっ

て所与の信念体系をわがものとして引き受け，そこから具体的行為へと一歩を踏み出し，そこに生

じる帰結に応じて信念体系を改訂するという一連の作業になぞらえることができるj と述べる

(p.280)。
24もう 1つ重要な点として，プラグ、マテイズムの「社会再構築主義 (socialreconstructionism) J 
が挙げられる。プラグマテイズムは，人聞が将来の構想を実現するために役立つ諸能力をもっと信

じるため，個々人はその環境世界に対して実験主義的な立場をとり，実際の生活問題や社会問題に

対する解決策を構想すると共に，その仮説的な解決策を実験してみる必要があると考える。特に，

ジェイムズとデューイのプラグ、マテイズムは，当然視された真理や時代遅れの道徳規範を問題視す

るだけでなく，積極的により良い社会の道徳的ビジョンを提供し，それらを実際の倫理的行動へ移

すことを重視する(柳沼， 2002，p.72)。
25 GTAに依拠した他の理由として，高信頼性組織研究の第一人者とされる Roberts(1989) も方
法論として GTAを推奨している点が挙げられる。 Robertsによれば，高信頼性組織研究はこれま
でどの研究分野からも研究対象として扱われてこなかったため，体系的な研究蓄積に欠けており，

特定の分析枠組みを持つものではない。したがって，現実の発見事実から理論化を図る GTAが方

法論として適していると指摘する。次章で詳しく述べるが，本論文が経験的調査の対象とするフィ

ールドは高信頼性組織に該当する航空機整備現場であるため， Robertsの指摘を考慮しでも GTA
に依拠することが妥当だと判断した。
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ースに独自の解釈をくわえた「修正ストラウス・グレーザー版グラウンデッド・セオ

リー・アプローチ(修正版)J (pp.216・217) を提案している。

こうした状況を受けて，本論文では，木下(1999)の修正版に依拠することにした

い。その理由は，彼の述べるfGTAの最大の魅力が実践的な知識を生み出す点にあり，

この特性を活かすためには，方法論的な厳密性よりも利便性を優先する (p.144;

p.216) Jというスタンスに賛同したからである。したがって，本節の記述の大部分は

木下(1999)に負ったものである。ゆえに，特に強調すべき点を除いては引用箇所を

明示しない。ただし，木下(1999)でも十分に論じきれていない点，あるいは説明の

補足が必要な点については，必要な文献を参照する。

4.2 グラウンデッド・セオリー・アプローチの方法論的特性

次に，プラグ、マティックな知識を生み出すという科学観に根差す GTAが持つ方法

論的特性について述べる。とりわけ，ここでは 3つの特性について言及しておく。

(1) データから分析概念を生成する

最初に，データから分析概念を生成する点が挙げられる。先述したとおり， GTAは

理論から演緯された仮説を検証する研究スタイルへの批判的態度から生まれたもので

あるため，徹底的にデータを重視する姿勢がある。したがって，データから分析概念

を作り出す作業を丁寧に行うことが肝要となる。分析概念を作り出す手続きについて

の詳細は次項に譲るが，ここではデータから分析概念を生成する際に注意すべき点を

3点ほど挙げておく。

第 1に，結果として作り出された分析概念は，あくまでも研究者自身が見出したも

のだという点である。 GTAは当事者の持論をカテゴリー化する方法だと説明するケー

スがしばしば見受けられるが，それは全くの誤解である。そもそも，当事者の発言や

解釈を研究者がそのまま理解することはできない。そうではなく，当事者の発言や解

釈を概念生成の根拠としつつ，研究者が意味のある独自のカテゴリーを見出すところ

に GTAの特徴がある o したがって，当事者の定義を要約して概念を生成するのは誤

りである(もっとも，分析初期の段階で当事者の定義やデータの示唆的な部分に注目

することを否定するものではない) (Strauss， 1987， p.81;木下， 1999， p.200)。

第2に，分析概念を理論的な用語や高度に抽象化された用語で表現するのではなく，
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日常的な言葉で表現する必要があるという点である。こうした分析を重視するのは 2

つの理由がある。1つが，GTAがプラグマテイズムの伝統を受け継ぐものだとすれば，

何よりまず，科学的知識を利用する人が，自ら直面する問題状況を打破する行為を可

能にするものでなければならないからである。だとすれば，過度に抽象化された難解

な表現は利用しにくく，新たな行為を生み出すことを阻害しかねない。

もう 1つが，これもプラグマテイズムの原理に由来するものであるが，結果として

生み出された概念の意味が，客観的な事態として特定可能であり，その事態が実際に

ある対象に関して検証あるいは反証される必要があるからである(伊藤， 1994， p.15)。

前述したとおり，プラグ、マテイズムは知識や理論の有用性を仮説的・暫定的なものと

みなす。したがって，絶えず検証・反証の目に晒すことが重要であり，そのためには，

生成された分析概念が適度に抽象化されつつも，できる限り具体的である必要がある。

第3に，既存の理論や概念を積極的に利用するという点である。 GTAは先入観とな

っている理論への関与を最小限にして，データを真撃に見つめることで新たな理論を

発見する方法だと理解されることがあるが (e.g.，Emerson， et al.， 1995，邦訳， p.304)， 

それは全くの誤解である。確かに， Emerson， et al. (1995)が指摘するように，われ

われはすでに多くの科学的知識や理論を学んでおり，理論負荷された状態にある。そ

れゆえ，この状態のもとでデータを解釈したところで，結局は既存の理論に回収され，

新たな理論の生成を導くものではないという批判は，一見もっともらしく思える。

だが，この批判は的外れである。 GTAが目指すのは新たな理論の産出ではなく，プ

ラグマティックな知識の産出である。したがって，極端ないい方をすれば，たとえ生

成された分析概念が既存の理論に汚染されていようとも，それが特定の問題状況にお

いて利用可能な知識の体系となっていれば良いのである。その意味で， GTAではデー

タへの感受性を高めて分析概念の生成を促進させるため，理論負荷の状態を回避する

のではなく(また，それは理論的にあり得ないことを自覚したうえで)，むしろ既存の

理論や概念を学習することを利用する立場をとる (Straussand Corbin， 1990， 

pp.46・52;邦訳， pp.61・67;木下， 1999， p.203)。ただし，これは予め用意していた概

念や解釈枠組みにデータをあてはめて理解することを意味するものではない。あくま

でも分析概念やカテゴリーを生成する際のアイデア出しのために，既存の理論や概念
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を利用することを意味する260

(2) 理論の対象範囲(研究テーマ)を隈定する

次に，理論の対象範囲(研究テーマ)を限定する点が挙げられる。もっとも，これ

は GTAに限らず，すべての研究に共通することである。しかしながら， GTAの方法

論的特性としてなおユニークなのは，それが自然科学のような普遍性の高い知識の産

出を目指すのではなく，限定的に設定された範囲内で説明力が高い理論の生成を目指

す点にある。そのため， GTAでは理論の対象範囲をかなり自覚的に設定することが求

められる。この点を踏まえ，本論文も研究成果の対象範囲を限定的に捉えている。具

体的には，高信頼性組織であることが求められる組織，具体的には，マニュアルや手

続きといった組織ルーティンを遵守しつつも，不測の事態に対処できるような行動の

マネジメントが必要な組織が，本論文の研究成果の対象範囲と考えている。

この点は，一般性の問題に通底するものである。木下(1999)が述べるように，

般性には「方法論的な可能性としての一般性(再現性)Jと「研究成果(内容)の一般

性」がある。一般に，量的研究は前者が担保されていることを主張するが，それは研

究成果の一般性を担保することを意味しない。そもそも，社会科学において普遍的な

意味での一般性を確保する自体が難しい。だとすれば，理論の対象範囲(研究テーマ)

を限定的に設定することで，その範囲内での研究成果の一般性を重視するという立場

を取るのが GTAの方法論的特性だといえる (pp.88・89) 270 

(3) プロセスを重視する

最後に，プロセスを重視する点が挙げられる。 GTAは対象範囲(研究テーマ)を限

定することで，研究成果の一般性を問うところに特長があると述べたが，厳密な意味

で一般性を問うことはできない。なぜなら，生成された理論が対象とする社会的現象

26 これが，グレーザーストラウスを批判する最大の論点である。グレーザーからすれば，ストラウ

スの分析手順は既存の理論や概念に「無理やり押し込めている (forcing)Jように見え， GTA当初
のフィロソフィーに反するという批判である。しかしながら，われわれが理論負荷の状態を回避し

得ないことを踏まえれば，真空状態から理論を生成することはできない。それどころか，グレーザ

ーの批判は分析概念の生成をリッチにするという GTAのフィロソフィーを見失し、かねない。よっ
て本論文は，既存の理論や概念を積極的に利用するという Straussand Corbin (1990)や木下
( 1999)の立場に賛同する。
27より根源的には，量的方法における一般性とは，母集団からサンプリングされた標本において適

用されるものである。それゆえ， GTAが理論の対象範囲を限定することで研究成果の一般性を主張
することは，きわめて量的方法に近い立場を取っていると考えることができる。
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は絶えず変化しており，また，提示された理論が応用されるであろう社会的場面も 2

っとして同じものはないからである(木下， 1999， p.91)。

だが，このことは生成された理論を他の場面で積極的に活用することを妨げるもの

ではない。むしろ，生成された理論を利用する人々が新たな限定を設定することによ

り，対象とする社会現象をより的確に説明する新たな理論が生まれる可能性がある。

その意味で， GTAはプロセス的な性格を持つ方法論といえる。この点に関して，木下

(1999)は非常に示唆深いコメントを残している。

研究テーマに関して自分がデータの収集と分析を行った限りでは納得のいく説

明図式を提示するが，それが，関連する他の社会的状況や場面においてどの程度，

あるいはどこまで妥当するかまでは責任を負えないのであり，そのことを一般化

の限界として消極的に理解するのではなく，逆に，積極的に捉えるのである。す

なわち，自分の研究成果をどのように活用するかはそれを試す側，読者の役割な

のであり，その作業がしやすいように配慮して提示すれば，それぞれの人が独自

に修正をしていけるという立場である。…(中略)プロセスとしての理論とは，

最初にそれを提示した人間の手を離れてからも，関心をもって応用する他の人に

より検証され必要な修正を施されつつ，より多くの社会的場で活用されていくと

いう意味である。そこには研究者の役割と，現場においてその理論を活用する人

たちの役割とが，言うなれば，半々で位置づけられていることになる。現場の人々

は何が重要な問題であるかについての価値的判断は研究者に依存することなくで

きるはずであるから，価値判断の問題は彼らに委ねることが想定されている。こ

れは，無責任なのではなく研究者としての自らの仕事にプライドと責任をもつが

ゆえに取れる態度ではないだろうか (pp.93-94)

以上の点を踏まえれば理論的飽和 (theoreticalsaturation) Jの位置づけも違っ

て見えてくる。理論的飽和とは「あるカテゴリーに関連のあるデータにいろいろあた

ってみても，そのカテゴリーの諸特性をそれ以上発展させることができない状態j

(Glaser and Strauss， 1967，邦訳， p.xiii)と定義される。そのため，分析を終了する

根拠として言及する人がしばしば見られるが，厳密な意味で理論的飽和を迎えること

は難しい。むしろ，追加的なサンプリングの難しさや時間，労力といった現実的制約

から自己判断することがほとんどである。だからといって，これは消極的に捉えるべ
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きことではない。プロセスを重視するという方法論的特性を踏まえて，より積極的に

捉えるならば，研究成果が「自分の概念枠組みによる体系的理論の形成，その理論に

よる研究課題の十分に正確な表現，その理論が類似領域を研究中の他の研究者にとっ

ても利用可能な形で表現されていること，加えて自分の研究成果を自信をもって公表

できるJ(Glaser and Strauss， 1967，邦訳， p.305)状態に到達したと自己判断できる

のであれば，後は次の研究に委ね，より大きな時間的プロセスのなかで達成すべきも

のと考えることができるだろう。

4.3 分析手続き

本論文が行った分析手順は，基本的には木下(1999)の修正版に依拠している。そ

のため，使用する用語体系はグレーザー版やストラウス版と異なるが，個々の概念を

構成要素として，論理的包括性を基準にまとめていくという骨子は，グレーザー版や

ストラウス版と共通するものである。

修正版では，まず，データセットから直接得られる解釈内容を「概念Jと呼び，こ

れを分析の最小単位に設定する。次に，概念同士の論理的関連性を比較分析して「カ

テゴリー」をグルーピングし，さらに，カテゴリ一同士の論理的関連性を比較分析し

て「コア・カテゴリーj をグルーピングする。そして最終的に，コア・カテゴリー聞

の関係、を統合したものが「グラウンデッド・セオリー」となる。つまり， r概念j→「カ

テゴリーJ→「コア・カテゴリーJ→「グラウンデッド・セオリー」の順に，階層と

抽象度が上がっていくような分析イメージといえる。なお，データから概念を生成す

る際に使用されるのが「オープン・コーディング (opencoding) Jであり，概念から

カテゴリーに，あるいはカテゴリーからコア・カテゴリーに収束する際に使用される

のが「選択的コーディング (selectivecoding) Jである。

以上が基本的な分析手順であるが，本論文では次の 2点において，修正版とは異な

る方法を採用している。第 1に，最初にデータから抽出する概念に「インピボ概念 (in

vivo code) J (Strauss and Corbin， 1990， p.105;邦訳， p.132) を使用している点であ

る。一般に， GTAで生成される概念は「抽象的・論理的概念」と「インピボ概念Jの

2種類に大別される。前者が一定程度の抽象化された概念で理論的分析内容を示すの

に対し，後者はデータ中の生の言葉や表現，あるいはデータの指示的部分をそのまま

概念化したもので，調査対象の現象を具体的にイメージしやすくするためのものであ
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る。概念というよりは，指標と呼んだ方が適切かもしれない。この点を踏まえると，

修正版でいうところの「概念」がし、ずれの概念を意味するのかが必ずしも明確ではな

い。これを「抽象的・論理的概念」と考えれば，実質的に「カテゴリーJと重複して

しまうため，本論文では「インピボ概念」を「概念J，r抽象的・論理的概念Jを「カ

テゴリー」として分析を行った。もっとも，木下(1999) も最初の段階でいきなり概

念を抽出しようとするのではなく，データの指示的部分を指標とする重要性を指摘し

ている (p.227;p.236)。それゆえ，本論文の解釈が全くの誤りではないと考える。

第 2にカテゴリー」の抽出で分析を終了させている点である。このような変則

的な方法を採用したのは，本論文の事例分析の目的の 1つが，多様な仕事実践を組織

化するための具体的なデザイン方法を見出すことにあるからである。「コア・カテゴリ

ー」までを分析の対象に含めてしまうことは，デザイン方法を過度に抽象化させてし

まうことにつながり，具体性を重視するという本論文の目的に反する。しかしながら，

プラグ、マティックな知識の産出のために，できるだけ日常的な言葉で表現することが

GTAの目指すところであることを踏まえれば，本論文の手順にも一定の妥当性はある

と考えられる。
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第5章航空機整備現場の事例分析

本章では，航空会社(以下， X社)の航空機整備現場の事例分析を通じて，現場の

仕事実践を組織化する組織ルーティンのデザイン方法を具体的に検討する。最初に，

調査概要を述べる (5.1)。具体的には，本ケース選択の理由や調査対象の説明を含め

た調査背景および調査方法について説明する。次に，前章で検討した手順に基づいた

分析結果を提示する (5.2)。繰り返しになるが，本論文の目的は，高信頼性組織の現

場のマネジメントを担う管理者に利用しやすい形で組織ルーティンのデザイン方法を

提供することである。したがって，分析結果は経験的命題(指示的な言説)の形でま

とめられる。

5.1 調査概要

(1 ) 調査背景

本論文が X社の航空機整備現場をフィールドワークの対象として選択した理由は，

X社の航空機整備現場が，惨事となりかねない事態に数多く接しながらも，それを初

期段階で感知し未然に防ぐ仕組みを体系的に備えた組織作りを経験的に達成している

からである28。具体的には，現場の作業員がマニュアルや手続きといった組織ルーテ

インを遵守しつつも，不定期に生じる不測の事態に対処するような行動をとっており，

本論文が定義する組織成員の仕事実践の組織化に成功している。したがって，そこに

組織ルーティンのデザイン方法を見出すことができるのではなし、かと考えた。

具体的なデザインのあり方については以降の議論に譲るとして，ここでは航空機整

備やそのなかで扱われるマニュアル(組織ルーティン)の性質について触れておく。

通常，航空会社は航空法に基づいて整備規程を定める。 X社でも以下のような整備

規程を定めており，飛行機の機種，飛行時間，飛行回数によって， rT整備Jr A整備J

rc整備JrM整備」という 4つの整備段階が定められている 290

28本来，高信頼性組織であるかどうかは，客観的な指標をもって判断される(事故率など)。この

点からすれば，本論文ではこうした指標を用いていないため，厳密にいえば，対象組織が高信頼性

組織と呼べるかどうかは疑問視されるところではある。しかしながら，事故を未然に防ぐための組

織作りを明らかにするという，高信頼性組織研究の研究課題には適しているため，対象組織を高信

頼性組織と定義することに問題はないと考えた。

29名称についてはメーカーや航空会社で異なるが，ボーイング社の「ライン整備」とエアパス社の

rAチェックJはA整備，同じく「ベース整備Jと rBチェック」は C整備に相当する(久保， 2011，

p.36) . 
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表 5・1 X社の整備規程

強備名称 実施頼度 主な作業内容

T整備 出発前
外観点検，燃料・潤滑油の補充など

運航整備 油脂類の交換，各部清掃，部品交換な

A整備 1ヶ月に1回 ど

C整備 1年に1回
各種システムや機体構造の点検など

重整備
機体構造検査，各系統の整備・改修，

M整備 4'"'-'5年に1回
防錆処置，再塗装など

T整備は， r飛行前点検Jとも呼ばれ，飛行機が到着してから出発するまでの間，最

も短時間(国内線で 45分から 1時間，国際線で 2時間程度)で行われる整備である。

主として外観点検を行うほか，燃料や潤滑油などの補充，清掃(機内を含む)などの

作業も行われ，飛行中に機長や客室乗務員によって不具合個所が発見された場合には，

その整備も実施する。 A整備は，約 300時間飛行したとき(約 1ヵ月)，その飛行機

が最終便で到着してから始発便で出発するまでの時間で行う整備で，外部状態の点検

や油脂類の交換，各部の清掃，部品の交換などが実施される0・深夜から早朝までの約

6時間で， 10人程度の整備士で作業が行われる。 C整備は，約 1年ごとに行われ， 7 

日から 10日かけて，各種システムや機体構造の点検を含む整備を実施する。最後に，

4年から 5年に 1回行われる大規模な整備が M整備である。 M整備では，内装だけで

なく航空会社のロゴ、が入った外装のペンキまですべて取り去り，短い場合は約 20日，

長い場合は約 2ヵ月かけて，詳細な機体構造検査や各系統の整備，改修を行い，最後

に，防錆処置，再塗装を施す。

すべての整備を通して，整備士が業務を進める際に必ず守らなければならない組織

/レーティンの 1つが「メンテナンスマニュアノレ」である。メンテナンスマニュアルと

は，航空法に基づく規程で，ボーイング社などの機体メーカー(以下，メーカー)の

技術情報に基づき航空会社が作成する技術基準である。航空機の機種，さらには，機

体に取り付く各機器の整備作業ごとに存在し，整備士の間で最も重視される組織ルー

ティンである。

メンテナンスマニュアルの完成度は高い。各作業の作業手順が明確に記載されてい

るほか，作業における注意点，判断基準，機器のパーツに関する内容などの情報も詳
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細に記載されている。本調査で対象にした若手整備士の話では，たとえ 1年目の新人

であっても，記載通りの手順で作業を進めれば，チェックすべき整備内容を達成する

ことができるほどのものである。同様に，担当整備を異動して間もなかったベテラン

整備士も，整備内容がかなり異なるにもかかわらず，メンテナンスマニュアルに従う

ことで，新しい整備業務をこなすことができたと述べている。つまり，メンテナンス

マニュアルの精度は，それを参照するだけで整備が行える水準にあるといえる。

だが，完成度の高いメンテナンスマニュアルも，最初から完壁な精度を誇るもので

はなく，絶えず更新されていくという性質を持つ。例えば，新造機が導入された場合，

メーカーの技術情報に基づいて航空会社がメンテナンスマニュアルを作成し，それを

データベース上にアップロードする。整備士はオンライン上でこれにアクセスし，そ

れに基づいて各種整備を行う。万が一，整備を行うなかでメンテナンスマニュアルの

不備が発見された場合，不備を発見した航空会社はその内容をメーカーに問い合わせ

る。メーカーがそれを承認すれば，変更内容がメーカーの技術情報に反映され，別の

航空会社にも周知されるという流れである。したがって，世界中の航空会社からいつ

技術情報の不備が報告されないとも限らないため，航空会社はメーカーの技術情報を

常に確認する必要がある。

こうしてみると，法的拘束力が伴い，完成度が高い，不定期に更新されていくとい

った性質を持つゆえ，各種整備がメンテナンスマニュアルに従って行われるのは当然

のことのように思われるかもしれない。伝統的な組織ルーティン研究の理論前提から

すれば，まさに自明視されるべき現象であるといえる。

しかしながら，現在ではメンテナンスマニュアルに基づいた整備実践の組織化が行

われている X社でも，過去にはメンテナンスマニュアルに従いつつも，整備士個人の

経験やスキルに依存したやり方がないわけではなかった。一部では，整備士聞の仕事

実践に差異が見られたのである。経験やスキルに依存したやり方が必ずしも問題とい

うわけではない。それは日々の整備実践から培われるものであり，いわば現場の知恵

である。この知恵があるからこそ，定時性が維持されていた可能性もある。だが，整

備実践の差異は，新入社員の教育などを通じてさらに差異化されていく可能性がある。

また，万が一にもヒヤリハット事象につながらないとも限らない。それゆえ，問題発

生の有無にかかわらず，常日頃からメンテナンスマニュアルに基づいて整備実践を組

織化することが， X社にとって喫緊の課題であったのである。
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このような背景のもと，本調査では「メンテナンスマニュアルに基づいて組織化さ

れた整備実践を実現するために，どのような組織ルーティンのデザインが行われたの

か」を調査課題に設定した。分析視角を可視化したものが下図である。

意思決定前椙

{Jレ一子ィン)
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図 5-1 本論文の分析視角 (MMはメンテナンスマニュアルの略)

(2) 調査方法

調査は 2012年 6月から 7月の期間内で行われた。調査データは，インタビューを

中心に，これを補足するものとして，伊丹空港において現場観察を行った。以下，表

4・2に実施した各種調査の概要を示す。

表 5・2 調査方法
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インタビュー
羽田空港整備士 10名へのグループインタビュー(5名 X2グループ)

羽田空港整備士 10名へのグループインタビュー(5名 X2グループ)

伊丹空港での現場観察は，パイロット調査の位置づけで実施した。航空機の整備は

どのようなプロセスで行われているのか メンテナンスマニュアルはどのようなもの

か，といったことを念頭に置きつつも，広く現状を把握することを目的にヒアリング

および視察を行った。そのなかで，整備士の方々に直接話を伺う機会が度々あったが，

業務への支障をきたす可能性があるため， ICレコーダーによる録音は一切行っていな

い。したがって，事例の解釈にあたってこれらの調査データから引用されている場合

は，すべて筆者らのヒアリングメモおよびフィールドメモに基づくものである。

より直接的に調査課題を明らかにすべく実施したのが，羽田空港整備士へのグルー

プインタビューである。管理者ではなく現役の整備士を調査対象とした理由は，管理

者が意図しないプロセスで，整備士がメンテナンスマニュアルを参照・遵守している

可能性があるからである。つまり，整備士がメンテナンスマニュアルを参照・遵守し

ているにしても，デザインの背後にある管理者の意図とは異なる方法で達成されてい

る可能性があり，その意味で，整備士を対象にインタビューを行う方が，興味深いイ

ンタビューデータを収集できるのではないかと考えた。

また，航空機整備の知識は極めて高度かっ専門的で、あるため，筆者がうまく質問を

掘り下げられない可能性が予想された。この問題を回避するため，参加者の間で意見

が触発されることを期待して，グ、ループインタビュー形式を採用した。実際，インタ

ピ、ューを実施するなかで，幾度となくこのような場面が見られた。

グループは 5名で構成し，計 4グ、ノレープ実施した。時間は各グ、ループとも 60分程

度であった。インタピュイー20名の内訳は，以下，表 4・3のとおりである。インタビ

ューを実施した 4グループのうち， 2グループは若手整備士(経験年数約 10年以内)

を中心に， 2グ、ループはベテラン整備士(経験年数 20年以上)を中心に行った。

表 5・3

コード名

A氏

インタピュイーのコード名とプロフィール

経験努数 1 三イkえヤ}時の担当
3年 |機体塗装
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B氏 5年 重整備(電気系統)

C氏 11年 重整備

D氏 8年 運航整備

E氏 6年 運航整備

F氏 5年 機体塗装

G氏 7年 重整備(構造整備)

H氏 6年 運航整備

I氏 7年 重整備(計画)

J氏 20年 運航整備

K氏 25年 運航整備

L氏 20年 運航整備

M氏 30年以上 重整備 (A整備も兼務)

N氏 25年 重整備(電気系統)

O氏 20年 重整備(エンジン系統)

P氏 23年 重整備(エンジン系統)

Q氏 30年以上 重整備(電装客室整備)

R氏 25年 運航整備

S氏 20年 重整備(エンジン系統)

T氏 24年 運航整備

注:グループインタビューは， A-E， F-J， K-O， P-Tの組み合わせで行われた。

このインタビューはフォーマルな形で実施されたものであるため，インタピュイー

の了解のもと，すべて ICレコーダーに録音され，後日テキスト化された。インタビ

ューは，事前に準備したスクリプトに基づいて行われた。具体的には，おおよそ以下

のような質問が準備された。ただし，実際のインタビ、ューは，このスクリプト以外に

も，その都度探索的に話を伺っていくという半構造化された形で進められた。

今の仕事において，作業手順はマニュアルに完全に一致するものですか。マ

ニュアルに書いていないやり方やコツを必要とする仕事はありますか。
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マニュアルで対応できない作業が生じた場合，どのように対応されますか。

場合によっては，マニュアルを変えることもあると伺っているのですが，具

体的には，どのようなケースがありましたか。

かつては，現在ほどマニュアルによる管理が徹底されていなかったと伺って

いるのですが，今のようなマニュアルを遭守する意識は，どのようにして高

められたと思いますか。

5.2 デザインの方法

本節では，分析結果を示す。前節で提示した分析手続きでいえば，見出しが具体的

なデザイン方法であり， GTAから筆者が見出したカテゴリーに相当する。

(1) 通過点を設置する

第 1に，マニュアルを参照させるプロセスをワークフローに埋め込むことである。

例えば， X社では，作業前にメンテナンスマニュアルをプリントアウトして現場に持

参するルールが存在した。

作業前には必ず，タスク毎にマニュアルを印刷して持って行きます。例えば，

何かの交換とかになると，オペレーションチェックをします。そういう場合，マ

ニュアルは覚えてるんですけど，やっぱ抜けてしまうところがあって.絶対ある

んですよ.何回も同じ作業やってるんですけど，変わったりするんで。必ずマニ

ュアルを見ながら，オペレーションチェックも 1つ 1つ確認してやってます。 (8

氏 :5年重整備)

私も〔経験年数が)20年を超えましたので，ある程度っていうんじゃないです

けど，だいたいモノを変えるときはこんな手順でやるっていうのは，今までマニ

ュアルを何回も読んでますので，それを思い出しながらやることもできるんです

けれど，今は必ずメンテナンスマニュアルを刷って行くんですね。手順書をパソ

コンから刷って持てって，パーツを交換するときに，パーツ・ナンバーと現物が

合ってるとかっていうのを，マニュアルを引いていくってことで。・・(中略)・・

持って行くのはルールですね。今はもう決まっているので。最新のものを仕事の
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前に。 (R氏:25年運航整備)

何か仕事があります。メンテナンスマニュアルは絶対持っていきます。手元に

無かったらオーダーします。人に頼んで持ってこいと。知ってるとこは見なくて

もできるんですけど，確認はします。飛行機を遅らせてでも確認するべきところ

はしなきゃいけない。人の命を預かっているというのも重々わかっていることな

んで。そこは日々の仕事のなかで，重きをおいてやっていますね。だから，自分

の感情よりもマニュアルが先だと。 (J氏:20年 運航整備)

入った当時から見てますけど，昔はやっぱり職人的なものがあって. (メンテ

ナンスマニュアルは〕暗記するもんだみたいなのがあったんですけど，途中から

ちゃんとメンテナンスマニュアルを準備してっていうのが当たり前になって，今

は現場でメンテナンスマニュアルを見るのがおかしいっていうのがないですね。

見るべきもんだっていうのが当たり前に。 (P氏:23年 重整備(エンジン系統)) 

X社では，作業前に最新のメンテナンスマニュアルをオンラインからプリントアウ

トして現場に持参しなければならないというルールが定められている。とはいえ， B

氏， R氏， J氏のコメントにあるように，メンテナンスマニュアルの知識は改めて確

認するまでもないほど，日々の作業を通じて習得されている。それゆえ，作業前にメ

ンテナンスマニュアルを確認しなければ作業ができないというわけではない。実際，

P氏のコメントにあるように，かつてはこのルールが存在せず，メンテナンスマニュ

アルの知識は頭で、覚えておくもので，何度も実施している作業のメンテナンスマニュ

アルについては，必要な場合のみプリントアウトするという認識があったようである。

だが，先述したように，メンテナンスマニュアルは不定期に更新されるという特性

を持つ。それゆえ，整備士がそれまでの経験を頼りに覚えた知識で対応しようとする

と，最新状態のメンテナンスマニュアルと阻離をきたす可能性や思い違いを引き起こ

す可能性があり，ひいては不具合につながる可能性もある。この状況を回避させるの

がプリントアウトルールである。このルールによって，若手整備士であろうがベテラ

ン整備士であろうが，整備士に最新状態のメンテナンスマニュアル確認する必然性を

作り出していた。

さらに，プリントアウトルールの補完ルールとして rレ点ルールj が存在する。
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確実にメンテナンスマニュアル見て.1つ 1つ項目見て，レ点を押しなさいっ

てことにはなってるんで。そういう抜けはあり得ないはずなんで。後はちゃんと

決められたことをやってるかどうかですね。・・(中略)・・まず不具合が起こっ

たら，要因を分析して対策を立案します。かつて，マニュアルを見ながら手順を

抜かしてしまったエラーを起こした際の対策として，うちらはレ点をつけましょ

うっていうことになってるんで，まあその通りやってます。 (D氏 :8年 運航

整備)

モノを交換する仕事っていうのは，新しい新品のものを持ってきて付いてたよ

うにつければ.メンテナンスマニュアルなんでなくたってできるんですね。ただ，

前にそれをやってしまったときに，エラーを起こしてしまいました。ワッシャー

が 1つ古い部品についてて，部品交換時にワッシャーも新品に付け替える仕事が

本来あったんですけど，それが抜けちゃって。それは新品と古い部品を見比べれ

ば本来は気づく。もし気づかなかったとしても，メンテナンスマニュアルを見れ

ばわかったはず。その時も当然メンテナンスマニュアルを持ってたんですよ。持

ってたんですけど，ひとつひとつ項目を読むわけじゃなくて，わからないことが

あったらメンテナンスマニュアルを見ょうっていうスタンスでやってたんで，当

時はですけど。そのスタンスでやっちゃうと，そのことを気づかなかったら，そ

のままいっちゃいますよね。それで，例えばトルクをかけるときに，そのトルク

の値ですとか，アジャス卜する時の長さとか，そういうものは当然見るんですけ

ど，一個一個見てチェックしてこうっていう意識は，当時はなかったので，その

ワッシャーがちょっと抜けちゃったんですよね。見るとやっぱり書いであるんで

すよ。インストールの前のところでトランス回しなさいよって。それはちょっと

いい薬になったなと。 (C氏:11年 重整備)

レ点ルールとは，メンテナンスマニュアル記載の作業手順を 1つ 1つチェックしな

がら(その名のとおり，レ点をつけながら)，作業を進めなければならないというもの

である。というのも，プリントアウトルールに従って最新のメンテナンスマニュアル

を現場に持って行ったとしても，そこでメンテナンスマニュアルが参照されるとは限

らない。極端な言い方をすれば，このルールが形骸化して，メンテナンスマニュアル

を持参したとしても確認しないという状況が生じる可能性がある。事実， c氏は，メ
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ンテナンスマニュアルを現場に持参していたにもかかわらず 1つ 1つ項目をチェッ

クしなかったために ミスをしてしまったと振り返っている。これは，本人も自覚し

ているとおり，メンテナンスマニュアルを確認していれば防げたものである。それゆ

え，プリントアウトルールを補完する形でレ点ルールを定めることで，常に最新状態

のメンテナンスマニュアルを整備士に確認させていた。

一方，整備の種類・状況によっては，作業が必ずしも一人で行われるとは限らず，

共同作業あるいは申し送りをしなければならない場面がある。その場合にも，メンテ

ナンスマニュアルを説明ツールとして利用させることで，整備士に最新状態のメンテ

ナンスマニュアルを参照させていた。

あと仕事を複数でやるときっていうのは結構，意思疎通っていうのがなかなか

うまくいかないとき。多分あの人がやってくれたろうって，同じマニュアル見て

るんですけど，やってくれてるはずだと思ったりとか。あと，どうしても長い作

業によっては，次のシフトへの申し送りとかあるじゃないですか。そういうとき

にもちゃんとしっかりしてないと忘れちゃうんですかね。 1人の人が最初から最

後までやっていけるのが一番良いと思うんですけど，途中色んな人が入って来た

りしちゃうと，やっぱりそのミスにつながるのかなとは思います。 (R氏:25年

運航整備)

〔構造整備では〕モノを製作後にその後の組立てお願いしますという状況がか

なり多いので，そういうときにこういう基準でこういう寸法でやったので，この

後こういう工程お願いしますよと説明するための基準として，マニュアルを使っ

ています。 (G氏 :7年 重整備(構造整備))

シフト組んでて，前のシフトの人の申し送りとかで，パーツ用意したから後は

取り付けてくれっていう時とかに，そのまま信じて穴聞けたりして。結果的にパ

ーツが違ったっていうのは過去にはありました。それは，マニュアルを自分が見

てれば防げたと思います。・・(中略)・・〔今は〕作業指示書っていうのを書くん

ですけど，昔はメンテナンスマニュアルのページとか何番とか書かなくて良かっ

たんですよ。それなんで，作る人も作業する人も確認する行為が少なかったんで

すけど，書かなきゃダメってことになって。そこからですかね。作る人も確認す
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るし，作業やる人も作業前に確認するような風習になったというか。 (C氏:11 

年重整備)

R氏が指摘するように，作業上のミスが発生する顕著な例の 1つが，共同作業や他

人へ作業を引き継ぐ場面である。整備の種類・内容，職場によって変わるが，共同作

業の場合，数名で構成されたチーム単位で作業を進める。チームには作業長が存在し，

作業長がタスクカードを整備士に分担して，整備士はタスクごとに作業を進める。ま

た，業務がそこで完結するとは限らず，交替制のなかで引き継がれていくこともある。

それゆえ，チーム内あるいはチーム間で，作業内容や注意事項の伝達がうまくし、かな

ければ，そこでミスが生じる可能性がある。実際， c氏は，過去に暖昧な引継ぎ指示

のもとで作業を行い，ヒヤリハット事象を経験している。

これを防ぐために，現在では，共同作業や引継ぎの際の説明根拠としてメンテナン

スマニュアルが活用され，具体的には作業指示書(別称，レギュラーシート)Jと

呼ばれるものが使われている。そこでは，整備士は自分が行った作業内容の説明，あ

るいは他人への作業指示の根拠として，メンテナンスマニュアルのページ数やナンバ

ーを具体的に記載しなければならない。それゆえ，この作業指示書には，指示を出す

側も受ける側も最新状態のメンテナンスマニュアルを確認するプロセスがピルトイン

されている。作業指示者がメンテナンスマニュアルのページ数やナンバーを記載する

ためには，メンテナンスマニュアルが更新されている可能性があるため，記憶に頼る

ことなく，常に最新のメンテナンスマニュアノレを確認する必要がある。受け手も同様

に，作業指示書にはメンテナンスマニュアルのページ数やナンバーが記載されている

だけで，その内容までは書かれていないため，常に自分で最新状態のメンテナンスマ

ニュアルを確認する必要がある。したがって，結果として，指示を出す側と受ける側

が同じメンテナンスマニュアルの項目を参照していることになり，伝達ミスによるエ

ラーを未然に防ぐことが可能になっていた。

(2) 利便性を高める

第 2に，マニュアルの利便性を高めることである。 X社では，メンテナンスマニュ

アルの利便性を高めるため，メンテナンスマニュアルの簡易版ともいえる「ワークシ

ート」を作成していた。
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エンジン交換のメンテナンスマニュアルは. 50. 60枚ありますよね。はっき

り言ってエンジン交換ってもう同じことの繰り返しなので，毎回毎回同じことな

ので，みなさん頭に入ってて，それこそ試験でもここ外してこうやってってやれ

るようなとこなので，そういうところはデメリットですかね。まあそれこそ.今

は部品交換したら読んだのを確認って，チヨン.チヨンっていう〔レ点をつける〕

作業をしなきゃいけないっていうので，時間がかかるというか。・・(中略)・・〔そ

こで〕メンテナンスマニュアルだけじゃなくて，ワークシートといって，作業し

ている機体にかかわるメンテナンスマニュアルを抜粋したやつがあります。その

ワークシート自体もメンテナンスマニュアルから作るから.例えば，タイヤ交換

なんかの場合，ログに“mainno.3 tire replaced/work sheet"っていう風に書け

ます。 (L氏:20年運航整備)

メンテナンスマニュアルは航空会社が作成してデータベース上で管理されており，

オンライン上でこれにアクセスすることができるため，整備士にとっては，それだけ

で利便性が高いものとなっている。だが，精度が高いために情報量が多く，さまざま

な飛行機の仕様が網羅的に記載されているため，整備士にとっては確認の時間的負担

が大きいという問題もある。ましてや，レ点ルールを励行するとなればなおさらであ

る。ともすれば，項目のナンバーだけを参照して肝心の中身を見ないという本末転倒

な事態を招きかねない。

そこでX社では， rワークシート」と呼ばれるマニュアルを独自に作成している。 L

氏が指摘するエンジン交換のように，メンテナンスマニュアルのなかには，整備に臨

む飛行機以外の仕様も含まれている。これは，整備士にとっては確認の負担を増やす

要因でもある。ワークシートは，作業する飛行機に適用のない部分を省いた，いわば

メリハリをつけたメンテナンスマニュアルともいえる。とはいえ，メンテナンスマニ

ュアルから作成されているため，これまで述べてきた各種手続き(作業指示書や航空

日誌など)においてワークシートを利用することも可能である。つまり，ワークシー

トを通じてメンテナンスマニュアルの利便性をさらに向上させることで，メンテナン

スマニュアル(あるいは，ワークシート)の確認を促していた。
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(3) 更新情報を流さない

第 3に，マニュアルの更新情報を流さないことである。 X社の一部の職場では，あ

えてメンテナンスマニュアルの更新情報を流さず，内容をブラックボックス化させて

いた。

(メンテナンスマニュアルの改訂頻度はどのくらいかという質問に対して)変

わってるとは思うんですけど，変わりましたってインフォメーションは基本的に

ないので，どのくらいの頻度というのは，正直わからないです。人も確認するし，

作業やる人も作業前に確認するような風習になったというか。 (G氏 :7年 重整

備)

前述したように，メンテナンスマニュアルの内容は絶えず更新される可能性があり，

また，更新がいつ生じるかもわからない。この特性だけで，整備士に常に最新状態の

メンテナンスマニュアルを確認させる仕掛けとして十分に機能しているが，さらに，

一部の職場では，メンテナンスマニュアルの更新内容に関するインフォメーションを

あえて流さず，更新内容をブラックボックス化するという取り組みが行われていた。

メンテナンスマニュアルに基づいて整備実践を組織化するという目的からすれば，

更新内容を担当整備士にアナウンスする方が合理的なように思われる。しかし， G氏

の職場では，更新情報が流れていなかった。というのも，更新情報をアナウンスして

しまうと，整備士が主体的にメンテナンスマニュアルを確認しなくなる可能性がある。

そうなると，万が一にも更新情報が流れなかった場合，変更事項があるにもかかわら

ず，古い知識のまま作業を進めてしまうことになる。そのため，あえて更新内容をブ

ラックボックス化することで，整備士に対して，メンテナンスマニュアルが更新され

ているかもしれないという緊張感を与え，自分の目で最新状態のメンテナンスマニュ

アルを確認させていた。

(4) 他のルーティンを見せない

第 4に，他のルーティンへのアクセスを遮断することである。 X社では，メンテナ

ンスマニュアノレで、は対処できない突発事象に遭遇した場合，すぐにサポート部署にフ

ィードパックするというルールが存在する。
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飛行機の型式によっても，システムが同じでもモノによってはっき方とかチヨ

イスの仕方とか全然変わってきますんで，本当にマニュアルは必ず引くような形

になってます。ただ，どうしてもマニュアルに出ていないアイテムですとか.マ

ニュアル通りだとうまくいかない場合っていうのは，会社の仕組みがちゃんとで

きてというか，ちゃんと技術部に回答いただいて，っていうプロセスを通って，

基準っていうものを確認して作業するようにはしています。 (0氏:20年 重整

備(エンジン系統)) 

〔メンテナンスマニュアルに〕載ってなければ，整備とは別に技術部っていう

のがあるんで，そこに確認してもらうっていう作業もあります。構造的なことは

結構マニュアルに載ってないので，頻度的には仕事の半分くらいで結構あります。

こんな損傷があったんだけど，これをどう直したらいいんだ?っていうのを問い

合わせる。 (C氏:刊年重整備)

例えば.飛行機の内装を改装するという改修作業があるんですけど，そういう

のになると，実際マニュアルつてのがなくて，技術部のエンジニアが書いた技術

指示書を持ってきてやるんですけど。その場合，書いてる側と実際に仕事してる

側で遣いが必ず生まれてくるので。そこは技術の人と現場の人が話合って，こう

いうとこがダメだったっていうフォローアップを書いて，技術部に OKを貰って。

現場でダメなとこは必ず書いて，解答をもらってからやり直したり，ここはこう

した方が良いっていうのは結構よくあります。 (8氏 :5年 重整備(電気系統)) 

運航整備なのでメンテナンスマニュアルを持って作業するんですけど，どうし

てもニュアンス的にちょっと分かりづらい表現とかつてあるんですよ。自分が読

んで理解した通りにやっていくとうまくいかないっていうときにはどうするか

っていうと，ボード・コントローラー(=作業調整者〕に連絡したりとか，後ろ

にサポートチームがありますので，そういう人たちに一応連絡してですね，これ

こうなんでうまくいかないんですけどっていうと，そちらの方である程度処理し

てくださって，じゃあこういうやり方っていうか，こうやったらどうっていって

アドバイスが頂けるので，現場にいる人間としては，分からなかったら一応聞い

てみんなで考えようっていうスタンスだと思ってます。 (R氏:25年 運航整備)
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O氏， C氏， B氏が担当する重整備では，メンテナンスマニュアルの手順で対応で

きない事象に遭遇した場合，サポート部署である技術部にコンタクトを取る。 C氏が

コメントするように，重整備のなかにはメンテナンスマニュアルでは対応できない事

象も多く，その都度技術部に不具合をフィードパックして，技術部からの回答を技術

基準として作業を進めている。あるいは， B氏がコメントするように，改修作業のよ

うにメンテナンスマニュアルがない場合は，技術部がメンテナンスマニュアルに代わ

る技術基準として作業指示書を作成し，現場はそれに基づきながら作業を進める。作

業指示書に不備があれば，その内容が技術部にフィードパックされる。

また， R氏が担当する運航整備では，主として運航整備部にコンタクトを取る。だ

が，運航整備部からの回答を技術基準として作業を進めている点では，重整備と共通

する。つまり，現場でメンテナンスマニュアルではカバーされない事象が発見された

場合，すぐにサポート部署へ問いあわせて，指示を仰ぐというやり方が徹底されてい

ることがわかる。

T氏:私の業務は何かと言いますと，運航整備におけるライン業務のサポート

ですね。技術支援のセクションです。何かトラブルがといった場合の復

旧作業ですね。何をどうすれば直る，そのために必要な部品は何だ，そ

の根拠となる技術的資料は何だっていうものを揃えて，現場の作業者に

提供するっていう仕事をやっています。タイミンゲよく適切な技術資料

を提供すると。それをもとに作業者は，信頼してやってくださるでしょ

うから，間違ったものは提供しないように心がけております。部品につ

いて以前，この機体に付けではならないものを搭載したとかというのは

何度かありまして，特に今は準備する側としても注意を払って，場合に

よっては隣のデスクの人とこれってこれでいいんだよねって確認しな

がら提供してます。

質問者:技術基準っていうのは，メンテナンスマニュアルの他にどういったもの

があるんですか?

T氏:FIM (=フォールト・アイソレーション・マニュアル〕っていうのがあ

るんですけど，故障〔フォールト〕が起きると，考えられる原因を 1

つ1つつぶしていくという順を追って，不具合を見つけます。メーカー
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さんが提供してくれるマニュアルなんですけどもこれが悪いかもしれ

ない，これが悪いかもしれないっていうようなのはありますね。あとは

配線図ですね。 WDM(=ワイヤリング・ダイアグラム・マニュアル〕

とか，システム・スケマティック・マニュアルとか，図面集ですね。そ

ういったものから組解いていって，じゃあ部品持ってるかとか，パーツ

なんかを組解いていくのが IPC(=イラストレーッテド・パーツ・カタ

ログ〕とかですね。あとは弊社の電算端末から在庫あるね，在庫無いね

っとかっていうのを判断して，情報とモノを提供します。

(T氏:24年運航整備)

一方，フィードパックを受けたサポート部署では，メンテナンスマニュアル以外の

技術資料(配線図や図面集など)，必要な部品およびその在庫などを確認しながら技術

検討が行われ，現場に作業指示を出していることが T氏の話から伺える。つまり，メ

ンテナンスマニュアルに従った整備を行う現場と突発事象に対応するサポート部署で，

明確な分業体制が敷かれていることがわかる。

こうした分業体制は，業務効率化・専門化を達成するうえで一般的に見られるもの

であり，特筆すべき点はないように思われる。しかし，ここで注目すべきは，分業体

制によって，メンテナンスマニュアル以外のルーティンへのアクセスが遮断されたこ

とで，かえって整備実践の組織化が達成されていた可能性である。この点に関して，

以下のベテラン整備士のコメントが興味深い。

若い人はマニュアルを見る習慣はあるんですけど， トラブルに対処できなくな

ってしまう傾向があるということで，リーダークラスの中で危慎してる部分はあ

りますよ。で，今職場で考えないといけないねって言ってるのが. (サポート部

暑が扱う)r業務処理基準」を読む機会が今の若い人は少ないこと。例えば，部

品の在庫がなかったらどういう業務手順を踏んで，入手するための手配をしろと

かつてなってたりするんですけども.そういうところを自分で読んで調べられる

ようにしないと困るよねって。メンテナンスマニュアル以外にある色々な規程に

何があって，で少なくともそれを自分で引けるくらいにはさせないとダメだよね

って話はしています。 (Q氏:30年以上 重整備)
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現在の分業体制のもとでは，何かトラブルがあればすぐにサポート部署の指示を仰

ぐルールになっているため，若手整備士が他のルーティンを参照して，突発事象に対

応できるほどの知識やスキルを得ることは容易ではない。だがその反面，若手整備士

の聞にメンテナンスマニュアノレを参照する習慣が根付いていると， Q氏がコメントし

ているのは注目すべき点である。つまり，一方では突発事象への対応力が低下する可

能性があったとしても，他方ではメンテナンスマニュアルの遵守が徹底されており，

整備実践の組織化に結びついていたのである。むしろ，突発事象への対応力を向上さ

せるべく，他のルーティンにアクセスさせる方が，整備実践の差異化を促す可能性が

あると考えられる。

同様に，整備実践の差異化を誘発するルーティンとして考えられるのが，ベテラン

整備士のノウハウである。職場でベテランが若手にノウハウを教えるのは一般的なこ

とだが，メンテナンスマニュアルには書いていないコツを教わり，整備実践の差異化

が生じる可能性がある。したがって，メンテナンスマニュアルに基づいて整備実践を

組織化するという目的からすれば，若手をベテランから切り離すデザインが有効に働

く可能性がある。事実， X社の一部の職場では，ベテラン整備士がいないために，若

手整備士がメンテナンスマニュアルに依存せざるを得ない状況が確認された。

(調査当時，職場にベテラン整備士が少なかったこと言及して)ベテランの方

が少ないので，経験の浅い自分たちは何に頼るかっていうとマニュアルに頼らな

いと。 (C氏:11年重整備)

(5) 証拠を残す

第 5に，作業記録を証拠として残すことである。航空法上，航空会社は飛行機の状

態や飛行履歴等を記録するために航空日誌(フライトログ/ログブック)Jと呼ば

れる書類を作成し，資格を有した整備士，機長が署名のうえ，飛行機に搭載すること

が義務付けられている。さらに，航空日誌への記録に際しては，作業にあたって参照

したメンテナンスマニュアルのマニュアルナンバーを記入するというルールが存在し

ていた。

日々航空機が運航する際には.運航の記録としてログブックっていうのがあり

まして。整備でいえばログフックには何か整備作業がありまして，何に基づいて
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やりましたよっていうのは必ず書かないといけない決まりになってるんで。 (D

氏 :8年運航整備)

仕事をマニュアル通りにやりましたっていうのを，フライトログっていって，

航空白誌なんですけれども，それに書いてようやく飛ばせると。仕事として体は

動けるのですけれど，それを確認したのかということになると，メンテナンスマ

ニュアルのマニュアルナンバーを含めて書きますので，そのナンバーまで覚えて

いるかというとそれは覚えてないですし，覚えてたとしてもやはり確認のために。

(K氏:25年運航整備)

D氏やK氏が担当する運航整備は，出発前の非常に短い時間で実施しなければなら

ず，作業スピードが要求されるため，記憶を頼りにマニュアルナンバーを記載する，

またはマニュアルナンバーだけを確認して記載してしまう可能性がある。だが，そう

なると最新状態のメンテナンスマニュアルと蹴酷をきたす場合がある。ましてや，航

空日誌には自分の名前も署名しなければならないため，何か問題が生じれば，整備士

個人に対する責任追及の根拠となってしまう。そのため，整備士は記憶を頼りにマニ

ュアルナンバー記載したり，マニュアルナンバーだけを確認して記載するわけにはい

かず，内容までしっかり確認せざるを得ない。つまり，作業者に紐づいた形で記録を

残すことが，経験や記憶を頼りにした整備に対する牽制となり，整備士に常に最新状

態のメンテナンスマニュアルを確認させる必然性を作り出していた。

(6) 免罪符として活用する

第 6に，マニュアルを免罪符として活用することである。 X社では，万が一ミスが

発見されたとしても，メンテナンスマニュアルの手順を遵守したのであれば，整備士

個人の責任を深く追究しない傾向が見られた。

以前，自分がやった作業で問題が起こって，その後すぐに言われたのが，メン

テナンスマニュアルは見たのか?その通りにやったのか?ということだったん

ですよね。自分はメンテナンスマニュアル通りにやってたんで，その通りやって

ましたと言えたんですけど，もしそこで見てなくて自分の感覚でやってたら，自

分の責任になるので。 (H氏 :6年 運航整備)
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もちろん， X社の整備士は，単に罰則だけを恐れてメンテナンスマニュアルを遵守

しているわけではない(後述するように，安全に対する責任感によるものでもある)。

だが，航空日誌をもとに，すべての責任を個人に帰着させてしまうと，かえってメン

テナンスマニュアルからの差異化を生み出す可能性がある。なぜなら，そもそもメン

テナンスマニュアルの技術情報に不備が見つかる場合もあるため，メンテナンスマニ

ュアルを遵守して作業を行ったにもかかわらず，個人の責任が追及されるのであれば，

職責を全うするためにも，独自の整備実践を生み出しかねないからである。それゆえ，

メンテナンスマニュアルを免罪符にするデザインが，メンテナンスマニュアルに基づ

く整備実践の組織化につながっていたといえる。

(7) 暖昧さを解消する

最後に，マニュアルの暖昧さを解消することである。メンテナンスマニュアルの更

新にはメーカーのみならず，国土交通省航空局の承認が必要となる場合もあるため，

簡単に変更するわけではない。代わりに rプリテン (Bulletin)Jやメンテナンスマ

ニュアルの「テンポラリー・リビジョンJと呼ばれる不定期に発行される書式で，メ

ンテナンスマニュアルを補強していた。

例えば，タイヤ交換のメンテナンスマニュアルとかいったら，もうタイヤ交換

のメンテナンスマニュアルはずっと変わらないですよ。グリスの規格が変わった

とかそういうのはあるんですけど，そういうのはウチの会社の方でブリテンって

いうのを作ったり，メンテナンスマニュアルの方にはこのパーツ・ナンバーのも

のを使えっていうのがありますが.X社ではこのパーツを買ってるので.こっち

を互換で使いますっていうのをブリテンっていう形で，メンテナンスマニュアル

を訂正じゃないですけど補足するのが出ていたりするので。 (L氏:20年 運航

整備)

プリテンやテンポラリー・リビジョンは，メーカーや航空局の正式な承認を得たも

のであるため，整備士にとっては正式なメンテナンスマニュアルとして扱われる。そ

れゆえ，ある現場からのフィードパックがプリテンやテンポラリー・リビジョンとし
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て追加されれば30，別の現場ではそれに従った整備が行われ，結果的に，整備実践の

差異化を防ぐことにつながる。つまり，プリテンやテンポラリー・リビジョンの発行

は，メンテナンスマニュアルの精轍化につながり，それだけ整備士の判断基準が明確

になることを意味する。

もちろん，判断基準の暖昧さが解消されたからといって，整備実践の差異が完全に

統制されるわけではない。だが，メンテナンスマニュアルの暖昧さは，整備実践の差

異化につながる可能性がある。実際，機体塗装の現場でこのような状況が見られた。

A氏:塗装のマニュアルは.何を塗りなさいっていうのは書いであるんですけ

ど，そのやり方だったり，塗り方とかは書いてないんですよ。そこは先

輩とか今まで経験してきた方々から学んだり，後はペイントのスタデイ

ガイドを。今までの色々なやり方が載ってたりするので，それで練習し

たりとか。現場で塗りながら覚えていく感じです。

質問者:例えば.Aさんが塗るのと，ベテランの先輩が塗るのは違うんですか?

A氏:塗る人によって遣いますね。どのやり方が良いかは自分で決める。根底

にはメンテナンスマニュアルがあるんですけど，メンテナンスマニュア

ルに記載されていない塗り方については，その中で自分なりのやり方を

探していくって感じです。

(A氏 :3年機体塗装)

F氏:ペイントは人に教わるといくより自分でやってみるしかないので，自分

で手を動かして体で覚えるしかない。

質問者:ベテラン社員はそれぞれやり方が違ってて?

F氏:もう全然違う。先輩から色んなやり方を教わるんですけど，自分で良い

ものをチョイスしてやっていくしかないですね。

質問者:メンテナンスマニュアルで手順をしっかりすれば良いと思いませんか?

F氏:手順はひとつなんです。ひとつなんですけど塗り方とか違ってて。言葉

にはしにくいんですけど。

(F氏 :5年機体塗装)

30整備士からフィードパックされた案件すべてがブリテンやテンポラリー・リビジョンとして追加

されるわけではない。当然ながら，整備士のリクエストが却下される場合もある。
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塗装の場合，メンテナンスマニュアルに一応の手順や工程は記載されているが，塗

り方までが書かれているわけではない。それゆえ，A氏やF氏のような若手整備士は，

先輩にコツを教わる，スタデイガイドを見るなどして，実際に自分で手を動かしなが

ら自分なりのやり方や塗り方を習得していく。その結果，同じ塗装であっても，人そ

れぞれ独自のやり方を持つことになる。両氏が，人によって塗り方，やり方が全く異

なることを指摘しているのはこのことを示唆する。

だからといって，メンテナンスマニュアルを無視していたわけではない。むしろ逆

で，メンテナンスマニュアルは遵守していた。だが，塗り方を含む詳細が明文化され

ていないために，整備士個人のスキルが介入せざるを得ず，独自の塗り方を編み出す

ほかなかったのである。このことから，完全とはし、かないまでも，整備実践の差異化

を統制するためには，マニュアルの暖昧さを解消することが必要になってくる。
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第 6章考察:デザインの機能

前章で見てきたように， X社では，かつて差異化されていた整備実践をメンテナン

スマニュアルに基づいて組織化するため，さまざまなルーティンのデザインを行って

いた。ただし，ここで注意しなければならないのは，こうしたデザインが整備実践の

組織化を直接担保しているわけではないという点である。この点を見落としてしまう

と，それこそ組織ルーティンが組織成員の行動を規定するという，従来の理論前提に

逆戻りしてしまう。重要なのは，デザインされたルーティンの束(意思決定環境)が

整備士の行動や心情に与えた影響である。いいかえれば，整備実践の組織化はデザイ

ンそのものではなく，デザインが生み出す機能に裏打ちされたものといえる。

こうした機能分析の必要性は，官僚制の議論から着想を得たものである。具体的に

いえば， Merton (1949)は，官僚制の合理性は決して組織構造の特性や制定ルール

それ自体で担保されているわけではなく，そうした構造特性が人間の心情に裏付けら

れて初めて担保されるものであると指摘する。例えば， I専門的訓練」という官僚制の

構造特性は， I専門家としての責任感Jという組織成員の心情に裏付けられたものであ

り，だからこそ「高度な技術特性」という準機能を生み出すと同時に， I訓練された無

能Jという逆機能をも生み出す。この官僚制の議論を受けて，本論文でも， X社にお

いて行われたデザインの諸機能について考察する。

デザインの手段 デザインの機能

(1)通過点を設置する 4 (1)注意維持機能

(2)利便性を高める

弘行 (2)差異識別機能

(3)更新情報を流さない

(3)情報吸引機能
11 1 1/l 

(4)他のルーティンを見せない

(5)証拠を残す
(4) 自己統制機能

(6)免罪符として活用する
(5)心理安定機能

(7)暖昧さを解消する (6)相互監視機能

図6・1 デザインが生み出す諸機能
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(1) 注意維持機能

「通過点を設置するJr利便性を高めるJr更新情報を流さないJr他のルーティンを

見せないJr証拠を残すjデザインからは，メンテナンスマニュアルに対する注意を維

持する機能を確認することができる。

整備実践をメンテナンスマニュアルに基づいて組織化するためには，整備士にメン

テナンスマニュアルを参照させなければならない。また，メンテナンスマニュアルが

不定期に更新されることを踏まえれば，そうした参照行為を常態化させる必要がある。

このとき通過点を設置するJr利便性を高めるJr更新情報を流さないJr他のルー

ティンを見せないJr証拠を残す」というルーティンのデザインが，メンテナンスマニ

ュアルに対する注意を引きつけることで，整備士の継続的な参照行為を引き出してい

たと考えられる。

(2) 差異識別機能

「暖昧さを解消するJデザインからは，メンテナンスマニュアルからの差異を現場

の人間に識別させる機能を確認することができる。

前述したとおり，メンテナンスマニュアルの暖昧さを解消したからといって，それ

だけで整備実践の差異を完全に統制できるわけではない。判断基準としてのマニュア

ルをいくら轍密に作り込んだとしても，現実的には，すべての行為を読み切ることは

不可能に等しく，思わぬ差異化が生まれてしまうこともある。しかしながら，メンテ

ナンスマニュアルへの注意を引きつけ(注意維持機能) ，さらに判断基準を具体化す

ることで，メンテナンスマニュアルからの差異の発見が容易になることは確かである。

サポート部署へのフィードパックがかかるのは，そもそもメンテナンスマニュアルか

らの差異が識別されているからに他ならない。

一方，塗装の例で見たように，判断基準が暖昧だと，差異そのものが識別できなく

なるため，フィードパックがかかることもなく，差異化された実践がそのまま温存さ

れてしまう。また，それが若手への教育などを通じて，さらなる差異化を生み出す可

能性がある。したがって，整備実践を組織化するためには，まず差異そのものが識別

される必要があり，この機能を引き出すうえで唆昧さを解消する」というノレーテ

インのデザインが有効に働くと考えられる。
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(3) 情報吸引機能

「証拠を残す」デザインからは，識別された差異情報を現場の人間にフィードパッ

クさせる機能を確認することができる。

現場でメンテナンスマニュアルからの差異が発見されたとしても，サポート部署に

フィードパックするルールがあるだけでは，必ずしも整備士のフィードパック行動を

引き出せるとは限らない。そこで，フィードパック行動を確実に引き出す機能を果た

していたのが航空日誌である。

(フィードパック行動の理由は何かという質問に対して)間違ってやったら，

上手くいかないっていうのももちろんありますけど，自分でやったとこって自分

でサインをするんです。なので，結局，自分がこう思ってやったことが遣ってて，

それが何かの大変な不具合につながってしまったら，自分が悪いことになってし

まうので。(自民 :5年 重整備)

前述したとおり，整備士は航空日誌にマニュアルナンバーを記入し，自分の名前を

サインする必要がある。航空日誌にサインするということは，自分が行った作業に対

して責任を持つことを意味するため，何らかのエラー事象が生じた場合，作業責任が

問われてしまう。だからこそ，自分の職責を全うするために，サポート部署へのフィ

ードパックを怠らなかったのである(逆に，フィードパックを行わずに勝手に作業を

進めてしまえば，作業責任が問われてしまう )0B氏の「自分が思ってやったことが違

ってて，それが何かの大変な不具合につながってしまったら，自分が悪いことになっ

てしまう」という表現はこのことを示唆する。つまり，整備士がフィードパックを行

う背後には，航空日誌が生み出した責任負担の動機が働いており， r証拠を残すJデザ

インがフィードパック情報の吸引機能を果たしていたと考えられる。

(4) 自己統制機能

「証拠を残すJデザインから確認できるもう 1つの機能は，航空日誌へのサインが

整備士の安全に対する責任感を醸成し，メンテナンスマニュアルからの逸脱を自制す

るという自己統制機能を果たしていたことである。

航空日誌は，何らかの問題が生じた場合に備えて，作業責任を明確にするための書

類である。しかし，航空機整備においてエラーが生じるということは，乗客の命を危
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険にさらすことを意味する。それゆえ，責任の所在を明確にするためのサインが，あ

たかも乗客の命を保証するサインのように捉えられ，それが整備士の安全に対する責

任感を醸成することにつながり，メンテナンスマニュアルからの逸脱に対する自制心

を芽生えさせた。つまり， r証拠を残す」というルーティンのデザインが，逸脱行動を

自己統制する機能を果たしていたと考えられる。以下は，この心情を物語るベテラン

整備士のコメントである。

質問者:なぜ，メンテナンスマニュアルを守る重要性を強〈意識するようになっ

たと思いますか?

s氏:(一年前まで運航整備を担当していたが〕ログブックに自分のサインを

書くんですけど. (資格を取って〕一番最初にサインをするときは.自

分の責任で自分の名前がそこにあるわけですから，お客さんの命を全部

自分で預かつてるのかなっていうのがあるんで，これはちゃんと規則や

らそういうものをちゃんと守らなきゃいけないなっていうのは生まれ

ましたね。

R氏:私もライン確認主任者になって，サインするようになってからだと思

います。というのも. (航空日誌へのサインを経て〕飛行機飛ばすじゃ

ないですか?そういうときにプレッシャーじゃないですけれど，ちゃん

としたのをちゃんと出さないと，飛行機って人間と違って我慢とかつて

できないじゃないですか。機械ですから，我慢して壊れたりしますん

で。・.(中略)・・マニュアル通りやってるんですよ。だけどちゃんと

飛んだかなっていうみんなそういう緊張感っていうですかね，そういう

のがあるから，必ずメンテナンスマニュアルとか見るんじゃないかなと

思いますけどね。

(5) 心理安定機能

(S氏:20年 重整備(エンジン系統))

(R氏:25年運航整備)

「免罪符として活用するJr暖昧さを解消する」デザインからは，メンテナンスマニ

ュアルを遵守することに対する安心感を醸成する機能を確認することができる。

航空日誌へのサインは，乗客の命の安全を保証するものであるがゆえ，整備士にと
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ってかなりの心理的圧迫がかかる。そのため，整備士にすべての作業責任を負わせて

しまうと，何としてでもミスを起こしたくないという心性が働いたとしても不思議は

なく，かえって独自の整備実践を生み出す可能性がある。

しかし，メンテナンスマニュアルを免罪符として活用すれば，整備士は安心してメ

ンテナンスマニュアルを遵守することができる。しかも，それが判断基準として非常

に明確なものであれば，なおさらメンテナンスマニュアルへの依存心が強くなる。つ

まり， r免罪符として活用するJr暖昧さを解消する」というルーティンのデザインが，

整備士を心理的圧迫から解放する機能を果たしていたと考えられる。事実，かつて整

備士個人の経験やスキルに依存したやり方が見られた時代を経験したベテラン整備士

でさえ，メンテナンスマニュアルに従うことに否定的な感情を示すわけではなく，む

しろ安心感を抱いていることが，以下のコメントから伺える。

マニュアルに沿った方が気持ちが楽ですよね。こういう流れで確認していけば

いいとか，そういうシステムを作ってしまえば，窮囲だったり苦労するとか面倒

臭いとかはないですね。自分の気持ちも楽だし，品質も一定に保たれるし。 (0

氏:20年重整備)

(6) 相E監視機能

自己統制機能と心理安定機能は，職場のメンバーが相互にメンテナンスマニュアル

の遵守を促す機能をも生み出していた。すなわち，安全を守るためにメンテナンスマ

ニュアルを道守しなければならないという責任感と，メンテナンスマニュアルを遵守

することが自己保全・組織保全につながるという安心感から，メンテナンスマニュア

ルに対する依存心が生まれ，他者にメンテナンスマニュアルの遵守を促す行動を生み

出したのである。

l氏:入社して 2.3年で，基本的には仕事を覚える段階だったので. (メンテ

ナンスマニュアルは〕必ず〔現場に〕持っていくようにしていました。

時聞かかっても良いから見ながらちゃんとやれと指導されていたので，

必ず見るようにはしていました。

質問者:それはどなたからの指導ですか?

l氏:先輩です。
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質問者:時聞を気にせずマニュアルを守ることを先輩から教えられたと?

l氏:そうですね。職場がそういう指導というか雰囲気というか。

(1氏 :7年重整備(計画)) 

もっとも，職場の相互作用で上から下への影響が見られるのは当然のことであり，

ベテラン整備士が若手整備士に対してメンテナンスマニュアルの遵守を促すことは想

像に難くない。ここで特筆すべきは，上が下からの影響を受けて襟を正すような相互

作用が見られたことである。以下のコメントは，ベテラン整備士がメンテナンスマニ

ュアルに記載されていない手順を指導して，若手整備士から注意を受けた場面であり，

このような相互作用が見られることを物語っている。

(OJTで若手を教育する中で)逆に若いモンから Pさんそんなの書いてないで

すよって言われますよ。そうだったかねなんて言って。ダメじゃないですかつて，

逆に指摘されたり。経験がこっちは邪魔になっちゃったりとかね。 (P氏:23年

重整備)
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第 7章結論

本論文は，これまでの高信頼性組織研究が，組織ルーティン概念を誤解し，不測の

事態に対する現場の柔軟な対応を阻害する要因として媛小化してしまったゆえ，組織

文化に傾注しているという問題意識のもと， (1)組織ルーティンはどのように捉える

べき概念なのか， (2)現場の仕事実践を組織化する組織ルーティンのデザインのあり

方とはどのようなものか，という 2つの研究課題に取り組んできた。

第 1の研究課題から明らかにされたのは，組織ルーティンとは，一般的に理解され

るような集団の規則的な行動パターンを表す概念ではなく，組織成員に規範的に参照

される「型(テンプレート)Jを意味する概念だということである。現実の場面におい

ては，マニュアルや標準業務手続のように公的なルールとして成文化されている場合

もあれば，慣例のように組織成員に信奉された思考様式として成文化されていない場

合もある。だが，いずれにせよ，それらは組織成員に規範的に参照されるものである

ゆえ，そこから導かれる行動が必ずしも組織ルーティンを反映したものであるとは限

らず，むしろ多様な仕事実践が観察される可能性がある。

第 2の研究課題から明らかにされたのは，既存の組織ルーティン研究からは，組織

成員の仕事実践を組織化するための組織ルーティンのデザイン方法に関する知見がほ

とんど得られなかったことである。もっとも，組織ルーティン研究の萌芽期において

は，この理論的課題が組織ルーティン研究のアイデンティティであることが合意され

ていた。しかし，現在の組織ルーティン研究ではこの論点が見落とされ，組織ルーテ

インの遂行的性質に影響を与える状況的要因を明らかにすることが主たる理論的課題

とされている。こうした状況を踏まえ，本論文では，航空機整備現場の経験的調査を

通じて，具体的なデザイン方法を検討した。その結果通過点を設置するJr利便性

を高めるJr更新情報を流さないJr他のルーティンを見せないJr証拠を残すJr免罪

符として活用するJr暖昧さを解消するj という 7つのデザイン方法が経験的命題と

して見出され，さらに，こうしたデザインが「注意維持機能Jr差異識別機能Jr情報

吸引機能Jr自己統制機能Jr心理安定機能Jr相互監視機能」という 6つの機能を果

たすことで，整備実践の組織化が可能になっていることを明らかにした。

以上の結論を踏まえ，高信頼性組織研究における本論文の含意を述べる。本論文の

発見事実を踏まえれば，組織ルーティンが不測の事態に対する現場の対応を必ずしも

阻害するとは限らない。高信頼性組織研究において，組織ルーティンが現場の対応を
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阻害するといわれてきたのは，組織ルーティンが組織成員の行動に反映され，規則的

な行動パターンを生み出すと考えられたためである。しかし，こうした理解は伝統的

な組織ルーティン概念の捉え方に基づくものである。上記の結論からすれば，組織ル

ーティンの内容がそのまま行動に反映されるわけではない。

実際， X社の航空機整備現場においても，メンテナンスマニュアルが整備士の行動

にそのまま反映されているわけではなかった。というのも，いくら完成度の高いメン

テナンスマニュアルといえども，あらゆる状況に対処できるように設計されているわ

けではなく，メンテナンスマニュアルで、対応で、きない事態も生じるためである。だが，

こうした不測の事態に対して，現場の整備士は対処を放棄したわけでもなければ，経

験や勘で対処していたわけでもない。彼らは，メンテナンスマニュアルの不備をサポ

ート部署にフィードパックし，精確な情報をもとに迅速な対応をしていた。

ここで重要なのは，こうした現場の対応が，組織ルーティン(あるいは，ルール)

のデザインとそれが生み出す機能によって生み出されていたという点である。具体的

には，そもそも整備士のフィードパックを生み出すためには，眼前の事象とメンテナ

ンスマニュアルとの差異が識別されなければならず，差異を識別するためには，メン

テナンスマニュアルを日常的に参照していることが大前提となる。そこで，整備士に

最新状態のメンテナンスマニュアルを常に参照させるという機能を果たしたのが， r通

過点を設置するJr利便性を高めるJr更新情報を流さないJr他のルーティンを見せな

しリ「証拠を残すJデザインであり，メンテナンスマニュアルとの差異を識別させる機

能を果たしたのが「暖昧さを解消するJデザインであった。だが，たとえ差異が識別

されたとしても，ここで現場の整備士が経験や勘を頼りに対処しては意味がない。そ

こで，差異情報をフィードパックするという行動を引き出す機能を果たしたのが， r証

拠を残すJデザインであった。

だからといって，組織ルーティンが遵守されていなかったわけではない。「証拠を

残す」デザインによって，整備士のメンテナンスマニュアルを遵守することに対する

責任感を醸成し，メンテナンスマニュアルからの逸脱行動を自制させると同時に， r免

罪符として活用するJr暖昧さを解消する」デザインによって，メンテナンスマニュア

ルを遵守することに対する安堵感を整備士に芽生えさせ，結果として，メンテナンス

マニュアルを遵守するという行動をも引き出していた。

ただし，組織ルーティンを遵守するという行動は，整備実践が変わらないことを意
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味するものではない。メーカーが提供する技術情報が修正されれば，あるいは，メン

テナンスマニュアルからの差異がフィードパックされてブリテンやテンポラリー・リ

ビジョンとして補強されれば，メンテナンスマニュアルは変更される。参照するメン

テナンスマニュアルが精織化されれば，それに伴い整備実践も変化する。つまり，組

織ルーティンとそれを参照する整備実践は共変的な関係にあり，決して同定化された

ものではないのである。

以上の発見事実からいえることは，組織ルーティンのデザイン次第では，組織ルー

ティンを遵守する行動と不測の事態に対処する行動を同時達成できるという点である。

これまでの高信頼性組織研究からすれば，この 2つの行動は相反するものである。な

ぜなら，マニュアルなどの組織ルーティンを遵守すれば，不測の事態に対処すること

ができないと考えられてきたからである。だが，本論文の結果をもってすれば， 2つ

の行動は決して二項対立的に捉えられるべきものではなく，むしろ同じロジックのも

とで議論することが可能だといえる。

次に，組織ルーティン研究に対して本論文が持つ含意は，組織ルーティン研究の理

論的課題を再考した点である。これまでの組織ルーティン研究が，組織ルーティンの

遂行的性質に影響する状況的要因を明らかにするという理論的課題に取り組んできた

のに対して，本論文は，組織成員の仕事実践を組織化するための組織ルーティンのデ

ザイン方法を探求するという理論的課題に取り組んだ。

しかしながら，この理論的課題の重要性や具体的なデザイン方法に関する知見は一

部の先行研究で言及されており，本論文で得られた発見事実の一部は，こうした知見

と整合的であった。例えば， D'AdderIo (2008)や Labatutet al. (2012)が指摘す

る技術(人工物)の規範的影響は，本論文の分析結果からも明らかにされている。具

体的には，作業指示書や航空日誌といった人工物は，メンテナンスマニュアルを参照

させるという規範的影響が刻み込まれたものであった。いずれも，メンテナンスマニ

ュアルナンバーの記入欄や署名欄が埋め込まれているため，整備士は最新のメンテナ

ンスマニュアルを確認せざるを得ない必然性が作り出されていた。また，航空日誌に

埋め込まれた署名欄がメンテナンスマニュアルの参照を促す機能を果たしていたこと

は， Pentland and Feldman (2008)や Garudet al. (2008)が指摘する「履歴(証

拠)を残す」デザ、インとも整合的である。

だが，他のデザイン方法については，当然ながら先行研究で言及されてこなかった
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ものであり，先行研究とは異なる本論文独自の発見事実といえる。その意味で，本論

文は，多くの先行研究が見落としてきた，かっ，一部の論者が具体的に論じきれなか

った課題を発展的に論じたものと位置づけられる。

最後に，今後の課題について述べておきたい。本論文は，管理者の立場からレリパ

ントな研究成果を志向し，結果として，組織成員の仕事実践を組織化するためのデザ

イン方法を提供した。具体的には，複数のデザイン方法とデザインが果たす機能を 1

つのパッケージ化されたモデ、ルとして経験的調査から見出した。これは従来の高信頼

性組織研究および組織ノレーティン研究にはないアウトプットであり，実践的にも処方

的な含意を持っと考えられる。

しかしながら，このモデルは GTAによって筆者(研究者)自身が見出したもので

あり，規範的なものである。それゆえ，いくら適用範囲を限定したとしても，これが

正しいモデルである保証はない。また，これが GTAのプロセス特性でもある。そこ

で重要となるのが，この規範モデ、ノレを利用した今後の研究実践である。具体的には，

この規範モデルをもって現実に介入 (intervention)する，介入が生み出す現場の実

践の変化を記述する，それを踏まえて規範モデルを精轍化するといった，実際に行わ

れるデザイン活動に関与していくような研究実践が求められよう。

以上
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